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３０監第２０号 

平成 30 年(2018 年)8 月 27 日 

 

 茅野市長 柳 平 千代一  様 

 

茅野市監査委員 樋 口 繁 次 

                      同    両 角 博 一 

                      同    山 岸 正 衛 

 

 

   平成２９年度茅野市一般会計及び特別会計歳入歳出決算 

   並びに基金の運用状況審査意見について（報告） 

 

 

 地方自治法第２３３条第２項及び第２４１条第５項の規定により、平成２９

年度茅野市一般会計、特別会計歳入歳出決算及び付属書類並びに基金の運用状

況を審査したので、意見を付して報告いたします。 
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平成２９年度 茅野市一般会計及び特別会計歳入歳出決算並びに 

基金の運用状況審査意見書 

 
第１ 審  査  対  象 

（１）一般会計及び特別会計 
 平成２９年度茅野市一般会計歳入歳出決算 
 平成２９年度茅野市国民健康保険特別会計歳入歳出決算 
 平成２９年度茅野市後期高齢者医療特別会計歳入歳出決算 
  
（２）財産区特別会計 
 平成２９年度茅野市北山湯川財産区特別会計歳入歳出決算 
 平成２９年度茅野市北山柏原財産区特別会計歳入歳出決算 
 平成２９年度茅野市米沢北大塩財産区特別会計歳入歳出決算 
 平成２９年度茅野市泉野槻木財産区特別会計歳入歳出決算 
 平成２９年度茅野市豊平上古田財産区特別会計歳入歳出決算 
 平成２９年度茅野市宮川丸山財産区特別会計歳入歳出決算 
 平成２９年度茅野市豊平下古田財産区特別会計歳入歳出決算 
 平成２９年度茅野市外山財産区特別会計歳入歳出決算 
 平成２９年度茅野市内山財産区特別会計歳入歳出決算 
 平成２９年度茅野市鹿山財産区特別会計歳入歳出決算 
 平成２９年度茅野市七ヶ耕地財産区特別会計歳入歳出決算 
 平成２９年度茅野市豊平南大塩財産区特別会計歳入歳出決算 
 平成２９年度茅野市豊平塩之目財産区特別会計歳入歳出決算 
 平成２９年度茅野市豊平上場沢財産区特別会計歳入歳出決算 
 平成２９年度茅野市玉川山田財産区特別会計歳入歳出決算 
 平成２９年度茅野市玉川穴山財産区特別会計歳入歳出決算 
 平成２９年度茅野市玉川中沢財産区特別会計歳入歳出決算 
 平成２９年度茅野市泉野中道財産区特別会計歳入歳出決算 
 平成２９年度茅野市泉野小屋場財産区特別会計歳入歳出決算 
 平成２９年度茅野市米沢塩沢財産区特別会計歳入歳出決算 
 平成２９年度茅野市玉川泉野財産区特別会計歳入歳出決算 
 平成２９年度茅野市玉川財産区特別会計歳入歳出決算 
 平成２９年度茅野市湖東笹原財産区特別会計歳入歳出決算 
 平成２９年度茅野市湖東白井出財産区特別会計歳入歳出決算 
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 平成２９年度茅野市湖東堀財産区特別会計歳入歳出決算 
 平成２９年度茅野市玉川粟沢財産区特別会計歳入歳出決算 
 平成２９年度茅野市泉野大日影財産区特別会計歳入歳出決算 
 平成２９年度茅野市湖東須栗平財産区特別会計歳入歳出決算 
 平成２９年度茅野市豊平御作田財産区特別会計歳入歳出決算 
 平成２９年度茅野市金沢財産区特別会計歳入歳出決算 
 平成２９年度茅野市米沢埴原田財産区特別会計歳入歳出決算 
 平成２９年度茅野市玉川菊沢財産区特別会計歳入歳出決算 
 平成２９年度茅野市玉川北久保財産区特別会計歳入歳出決算 
 平成２９年度茅野市北山芹ヶ沢財産区特別会計歳入歳出決算 
 平成２９年度茅野市北山糸萱財産区特別会計歳入歳出決算 
 平成２９年度茅野市湖東新井財産区特別会計歳入歳出決算 
 平成２９年度茅野市湖東山口財産区特別会計歳入歳出決算 
 平成２９年度茅野市湖東中村財産区特別会計歳入歳出決算 
 平成２９年度茅野市湖東上菅沢財産区特別会計歳入歳出決算 
 平成２９年度茅野市豊平下菅沢財産区特別会計歳入歳出決算 
 平成２９年度茅野市豊平福沢財産区特別会計歳入歳出決算 
 平成２９年度茅野市玉川子之神財産区特別会計歳入歳出決算 
 平成２９年度茅野市玉川神之原財産区特別会計歳入歳出決算 
 平成２９年度茅野市米沢鋳物師屋財産区特別会計歳入歳出決算 
 平成２９年度茅野市湖東金山財産区特別会計歳入歳出決算 
 平成２９年度茅野市金沢財産区鳴沢自然郷管理特別会計歳入歳出決算 
第２ 審  査  期  間 

 平成３０年７月１７日から平成３０年８月１０日まで 
第３ 審 査 の 方 法 

 この決算審査にあたっては、市長から提出された決算書類が法令に規定された様式に

より作成されているか、係数に誤りはないか、予算の執行は的確に行われているか、収

入支出は関係法令に適合しているか等の諸事情について検討を行い、会計管理者並びに

関係部課長等から説明を聴取し、定期監査及び出納検査の結果を参考にして審査を実施

しました。 
 基金の運用状況については、基金出納簿、証書類と照合し、目的に従って確実かつ効

率的に運用されているか等を主眼として実施しました。 



- 4 - 
 

第４ 審 査 の 結 果 

 審査に付された各会計歳入歳出決算書、各会計歳入歳出決算事項別明細書、実質収支

に関する調書、財産に関する調書及び基金運用状況調は、いずれも法令に規定された様

式により作成されており、記載数値は収入内訳簿、支出内訳簿、証書類、財産台帳等と

符合し、正確であると認められました。 
 また、各会計の決算内容及び予算執行状況については、適正であると認められました。 
 
１ 総  括 

（１）決算の概要 
  平成２９年度の一般会計と特別会計（国民健康保険診療所特別会計、水道事業会計、

下水道事業会計及び財産区特別会計を除く）の予算総額は、３０，７１９，３７０千

円（前年度対比３．３％減）でこれに対する決算額は、 
  歳入 ３０，６１９，６１７千円（前年度対比２．１％減） 
  歳出 ２９，３５４，９２８千円（前年度対比２．０％減） 
 で、歳入歳出差引残額は１，２６４，６８９千円となっています。 
  なお、最近の３年における総計決算の状況は次表のとおりです。 
 
 
                                 （単位 千円） 

区 分 予算現額 収入済額（Ａ） 支出済額（Ｂ） 形式収支(A)-(B) 

２９

年度 

一般 23,246,235 23,334,612 22,336,327 998,285
特別 7,473,135 7,285,005 7,018,601 266,404
計 30,719,370 30,619,617 29,354,928 1,264,689

２８

年度 

一般 24,296,861 23,786,360 22,729350 1,057,010
特別 7,430,327 7,492,568 7,232,624 259,944
計 31,727,188 31,278,928 29,961,974 1,316,954

２７

年度 

一般 24,750,757 24,505,521 23,537,999 967,522
特別 7,367,975 7,564,283 7,222,123 342,161
計 32,118,732 32,069,804 30,760,121 1,309,683

  上記の決算額と各会計の繰入、繰出しによる重複額を控除した純計決算額の推移を

示すと次表のとおりです。 
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（単位 千円：％） 

区 分 
決    算    額 指  数 前年度

増減率２９年度 ２８年度 ２７年度 ２９年度 ２８年度

総 
計 

歳入 30,619,617 31,278,928 32,069,804 95.5 97.5 △2.1
歳出 29,354,928 29,961,974 30,760,121 95.4 97.4 △2.0

純 
計 

歳入 30,073,001 30,741,047 31,529,084 95.4 97.5 △2.2
歳出 28,808,312 29,424,093 30,219,401 95.3 97.4 △2.1

（注）指数は２７年度を１００とします。 
 
 平成２９年度は、総計では前年度に比較して、歳入が６５９，３１１千円（２．１％）

の減、歳出が６０７，０４６千円（２．０％）の減、純計では、歳入が６６８，０４

６千円（２．２％）の減、歳出が６１５，７８１千円（２．１％）の減となっていま

す。 
 
（２）決算収支状況 
  決算収支状況の推移を示すと、次表のとおりです。 
 
                               （単位 千円：％） 

区   分 ２９年度 ２８年度 ２７年度 前年度増減率

形 式 収 支 
(歳入歳出差引額)

一般会計

特別会計

998,285 
266,404 

1,057,010 
259,944 

967,522 
342,161 

△5.6
2.5

計 1,264,689 1,316,954 1,309,683 △4.0
翌 年 度 へ

繰り越すべき

財    源 

一般会計

特別会計

37,486 
0 

16,955 
0 

32,401 
0 

121.1
0

計 37,486 16,955 32,401 121.1

実 質 収 支 額

一般会計

特別会計

960,799 
266,404 

1,040,055 
259,944 

935,121 
342,161 

△7.6
2.5

計 1,227,203 1,299,999 1,277,282 △5.6

単年度収支額

一般会計

特別会計

△79,256 
6,460 

104,934 
△82,217 

△42,275 
△41,646 

―

―

計 △72,796 22,717 △83,921 ―

 
  当年度の決算収支で見ると、単に歳入歳出を差し引きした形式収支は、１，２６４，

６８９千円の黒字で、これから翌年度へ繰越すべき財源３７，４８６千円を差し引い

た実質収支額も１，２２７，２０３千円の黒字となっています。これを前年度と比較
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すると７２，７９６千円の減となっており、これは、一般会計が７９，２５６千円の

減少、特別会計が６，４６０千円の増加で、特別会計は国民健康保険、後期高齢者医

療となっています。 
 
（３）財政状況 
  地方財政状況調査による普通会計決算（一般会計のみ）を財政指標で分析すると次

のとおりです。 
 
 ア 財政力指数 
  平成２９年度は、０．６４７で、前年度より０．００５ポイント上昇しています。 
  財政力指数の推移は次表のとおりです。 
 

 

 
 
（参考） 
１ 市の財政力を把握する方法として一般に用いられるもので、この数値が１に近いほ

ど財政力が強く、１を超えるほど財源に余裕があるとされています。 
２ 類以都市の平成２８年度平均数値は０．７３です。 
 
 
 
 

0.642 

0.626 

0.629 

0.634 
0.637 

0.642 
0.647 
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0.620
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0.640

0.645

0.650

23 24 25 26 27 28 29（年度）

財政力指数

平成
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 イ 経常収支比率 
   平成２９年度は９３．０％で、前年度より０．６ポイント減少しています。経常

収支比率の推移は次表のとおりです。 
 
 

 
 
（参考） 
１ 経常収支比率は、財政構造の良否を判断する指標に用いられるもので、この比率が

低いほど財政構造の弾力性があるとされています。 
２ 類以都市の平成２８年度平均経常収支比率は９１．２％です。 

89.4 

93.0 
93.8 

95.8 

91.3 

93.6 

93.0 

86.0

88.0

90.0

92.0

94.0

96.0

98.0

23 24 25 26 27 28 29（年度）

経常収支比率（％）

平成



- 8 - 
 

２ 一 般 会 計 

 
（１）概   要 
   一般会計の予算額は２３，２４６，２３５千円で、前年と比較して１,０５０,６

２６千円（４．５％）の減少となっています。 
これに対する決算額は 

    歳入 ２３，３３４，６１２千円（前年度対比１．９%減） 
    歳出 ２２，３３６，３２７千円（前年度対比１．８%減） 
  で、歳入歳出差引残額９９８，２８５千円を翌年度へ繰越していますが、翌年度へ

の繰越し事業の財源が含まれているので、実質収支額は９６０，７９９千円となっ

ています。また、単年度収支額は７９，２５６千円の減少となっています。 
 

決 算 収 支 
（単位 千円） 

年 度

区 分 
２９年度 ２８年度 ２７年度 

予 算 現 額 23,246,235 24,296,861 24,750,757
歳 入 決 算 額 23,334,612 23,786,360 24,505,521
歳 出 決 算 額 22,336,327 22,729,350 23,537,999
歳 入 歳 出 差 引 額 998,285 1,057,010 967,522
翌年度へ繰越すべき財源 37,486 16,955 32,401
実 質 収 支 額 960,799 1,040,055 935,121
前 年 度 実 質 収 支 額 1,040,055 935,121 977,396
単 年 度 収 支 額 △79,256 104,934 △42,275

 
（２）歳 入 
  ア 概  要 
 
    歳入の決算状況は次表のとおりです。 

（単位 千円：％） 
年度 

 
区分 

予算現額 調 定 額 収入済額 
不 納 

欠損額 

収 入 

未済額 

予算対決算の

比較 

収 入 率 

予 算

対比 

調 定

対比 

２９ 23,246,235 23,872,716 23,334,612 75,169 462,935 88,377 100.4 97.7

２８ 24,296,861 24,290,985 23,786,360 40,923 463,702 △510,501 97.9 97.9

比較増減 △1,050,626 △418,269 △451,748 34,246 △767 △422,124 2.5 △0.2

増 減 率 △4.5 △1.7 △1.9 45.6 △0.2 △477.6
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収入済額２３，３３４，６１２千円は、前年度に比較して４５１，７４８千円（１．

９％）減少しています。 
  予算現額に対する収入率は１００．４％（前年度９７．９％）、調定額に対する収入率

は９７．７％（前年度９７．９％）となっています。また、不納欠損額は前年度に比

較して３４，２４６千円（４５．６％）増加し、収入未済額は７６７千円（０．２％）

の減少となっています。 
 
   イ 財源別の状況 
 
     自主財源と依存財源の分別ごとの決算額及び構成比は次表のとおりです。 
 

（単位 千円：％） 

区    分 
決  算  額 構 成 比 

２９年度 ２８年度 ２９年度 ２８年度 
 
自

主

財

源 

市税･保険料・サービス収入 8,496,329 8,348,319 36.4 35.1
分担金及び負担金 416,898 447,349 1.8 1.9
使用料及び手数料 274,163 267,547 1.2 1.1
財 産 収 入 196,531 123,353 0.8 0.5
そ の 他 2,989,292 3,397,358 12.8 14.3

計 12,373,213 12,583,926 53.0 52.9
依

存

財

源 

地 方 交 付 税 4,342,329 4,385,632 18.6 18.4
国 ・ 県 支 出 金 3,151,148 3,039,558 13.5 12.8
市 債 1,777,300 2,190,300 7.6 9.2
そ の 他 1,690,622 1,586,944 7.3 6.7

計 10,961,399 11,202,434 47.0 47.1
合     計 23,334,612 23,786,360 100.0 100.0

（参考）その他の収入の内訳 
     自主財源：寄附金、繰入金、繰越金、諸収入 
     依存財源：地方譲与税、利子割交付金、配当割交付金、株式等譲渡所得割交

付金、地方消費税交付金、ゴルフ場利用税交付金、自動車取得税

交付金、地方特例交付金、交通安全特別交付金 
 
     自主財源と依存財源の構成割合は５３．０％と４７．０％となっており、前

年度に比較すると自主財源が０．１ポイント増加し、依存財源が０．１ポイン

ト減少しています。これは主に自主財源のその他の収入が１．５ポイント減少

し依存財源の市債が減少したことによるものです。 
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   ウ 款別決算額 
 
     各款別の決算概要については次のとおりです。 
 
 
    第１款   市  税 

（単位 千円：％） 
区分 

 
年度 予算現額 調 定 額 収入済額 

不 納 
欠損額 

収入未済額

収 入 率 

予算 
対比 

調定 
対比 

２９ 8,253,000 8,983,466 8,496,329 71,024 416,112 102.9 94.6

２８ 8,255,000 8,803,293 8,348,318 40,812 414,162 101.1 94.8

比較増減 △2,000 180,173 148,011 30,212 1,950 1.8 △0.2

増 減 率 △0.0 △2.0 1.7 42.5 0.5

 
 歳入のうち３６．４％を占める市税の収入済額は８，４９６，３２９千円で前年度よ

り１４８，０１１千円（１．７％）の増加となっています。不納欠損処分を行ったもの

は１４９人７１，０２４千円で、前年度より３０，２１２千円（４２．５％）の増加と

なっています。不納欠損処分については適法に処理されているものと認められたが、今

後とも厳正を期すよう要望するものです。収納率は９４．６％（現年度課税分９８．５％、

滞納繰越分１３．８％）となっており、前年度より０．２ポイント減少しています。引

続き税の公平性の確保のため、収納の向上に努めていただき、滞納繰越分が未収金とな

らないように現年度課税分の徴収に力を注ぐとともに、納期限内納税の定着化を図るた

め口座振替制度の促進と、コンビニ収納も行っており、引続き、きめ細やかな対応と調

査によって、厳格な徴収を行うため差押えの実施とインターネットオークションの活用、

長野県地方税滞納整理機構への徴収委託などにより、収納率の向上と併せて適切な不納

欠損処分によって、収入未済額が増えないよう努めていただきたい。 
 収入未済額４１６，１１２千円は、個人市民税の現年度課税分と滞納繰越分を合わせ

て、５４，００３千円（前年度対比１０４．１％）、法人市民税は、１６,６２５千円、

（前年度対比１１９．３％）、固定資産税は、３０３,４２９千円（前年度対比９９．１％）、

軽自動車税３，５１６千円（前年度対比１１０．２％）、都市計画税３８，５３８千円

（前年度対比９８．６％）となっています。 
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市 税 の 状 況 
 
区分 

 

年度 市税納入額
前年度

対 比

市民１人

当  り

前年度

対 比

１世帯 

当 り 

前年度

対 比

参      考 

人 口 

前年度 

対 比 
世帯数 

前年度

対 比

 
２９ 

千円

8,496,329

％

101.8

円

152,685

％

101.9

円

370,017

％

100.5

人

55,646

％ 

99.8 

世帯

22,962

％

101.3

２８ 8,348,319 98.6 149,781 98.5 368,205 97.1 55,737 100.1 22,673 101.5

２７ 8,467,824 101.3 152,118 100.8 379,230 101.3 55,666 100.5 22,329 100.0

２６ 8,355,475 100.2 150,834 100.4 374,282 99.3 55,395 99.8 22,324 100.9

２５ 8,340,064 98.2 150,231 98.7 377,054 97.5 55,515 99.5 22,119 100.8

（注）人口、世帯数は、国勢調査ベースによる推計人口５５，６４６人、世帯数２２，９６２

世帯（各年度３月３１日現在）です。 
 上記の表は、市民１人当り及び１世帯当りの市税状況の推移です。 
 
    第２款   地方譲与税 

（単位 千円：％） 
区分 

 
年度 

予算現額 調 定 額 収入済額 
不 納 
欠損額 

収入未済

額 

収 入 率 
予算 
対比 

調定 
対比 

２９ 347,000 355,260 355,260 0 0 102.4 100.0
２８ 349,000 356,660 356,660 0 0 102.2 100.0

比較増減 △2,000 △1,400 △1,400 0 0 0.2 0
増 減 率 △0.6 △0.4 △0.4 0 0 

 
項 別 収 入 状 況 

（単位 千円：％） 
区 分

科 目 
収 入 済 額 

比較増減 増 減 率 
２９年度 ２８年度 

地方揮発油譲与税 102,940 104,178 △1,238 △1.2

自動車重量譲与税 252,320 252,482 △162 △0.1
計 355,260 356,660 △1,400 △0.4

 自動車重量税の３分の１、地方揮発油譲与税及び旧地方道路贈与税の１００分の４２

に相当する額を市道の延長及び面積により按分され目的財源として譲与されるもので、

決算額は３５５，２６０千円で前年度より１，４００千円（０．４％）の減少となって

います。 
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    第３款   利子割交付金 
（単位 千円：％） 

区分 
 
年度 

予算現額 調 定 額 収入済額 
不 納 
欠損額 

収入未済

額 

収 入 率 
予算 
対比 

調定 
対比 

２９ 8,000 12,513 12,513 0 0 156.4 100.0
２８ 6,000 7,317 7,317 0 0 121.9 100.0

比較増減 2,000 5,196 5,196 0 0 34.5 0
増 減 率 25.0 41.5 41.5 0 0 

 
 県民税として徴収された利子割額の９９％の５分の３に相当する額を市に係る個人

県民税により按分交付されるもので、決算額は１２，５１３千円で、前年度より５，１

９６千円（４１．５％）の増加となっています。 
 
    第４款   配当割交付金 

（単位 千円：％） 
区分 

 
年度 

予算現額 調 定 額 収入済額 
不 納 
欠損額 

収入未済額 

収 入 率 

予算 
対比 

調定

対比

２９ 28,000 29,881 29,881 0 0 106.7 100.0

２８ 40,000 22,494 22,494 0 0 56.2 100.0

比較増減 △12,000 7,387 7,387 0 0 50.5 0

増 減 率 △42.9 24.7 24.7 0 0 

 
 県民税として徴収された配当割額の９９％の５分の３に相当する額を市に係る個人

県民税により按分交付されるもので、決算額は２９，８８１千円で、前年度より７，３

８７千円（２４．７％）の増加となっています。 
 
    第５款   株式等譲渡所得割交付金 

（単位 千円：％） 
区分 

 
年度 

予算現額 調 定 額 収入済額 
不 納 
欠損額 

収入未済

額 

収 入 率 
予算 
対比 

調定

対比

２９ 23,000 32,451 32,451 0 0 141.1 100.0
２８ 23,000 13,055 13,055 0 0 56.8 100.0

比較増減 0 19,396 19,396 0 0 84.3 0
増 減 率 0 59.8 59.8 0 0
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県民税として徴収された株式等譲渡所得割額の９９％の５分の３に相当する額を市

に係る個人県民税により按分交付されるもので、決算額は３２，４５１千円で、前年度

より１９，３９６千円（５９．８％）の増加となっています。 
 
 
 
    第６款   地方消費税交付金 

（単位 千円：％） 
区分 

 
年度 

予算現額 調 定 額 収入済額 
不 納 
欠損額 

収入未済

額 

収 入 率 
予算 
対比 

調定 
対比 

２９ 1,010,000 1,065,366 1,065,366 0 0 105.5 100.0
２８ 1,030,000 1,020,366 1,020,366 0 0 99.1 100.0

比較増減 △20,000 45,000 45,000 0 0 6.4 0
増 減 率 △2.0 4.2 4.2 0 0 

 
 地方消費税額の２分の１相当額を一般財源分は人口と従業員数で按分交付、社会保障

財源分は人口で按分交付されるもので、決算額は１，０６５，３６６千円で、前年度よ

り４５,０００千円（４．２％）の増加となっています。 
 
 
 
 
    第７款   ゴルフ場利用税交付金 

（単位 千円：％） 
区分 

 
年度 

予算現額 調 定 額 収入済額 
不 納 
欠損額 

収入未済

額 

収 入 率 
予算 
対比 

調定 
対比 

２９ 57,000 58,058 58,058 0 0 101.9 100.0
２８ 58,000 60,031 60,031 0 0 103.5 100.0

比較増減 △1,000 △1,973 △1,973 0 0 △1.6 0
増 減 率 △1.7 △3.4 △3.4 0 0 

  
県税として徴収されたゴルフ場利用税の１０分の７相当額が交付されるもので、決算

額は５８，０５８千円で前年度より１，９７３千円（３．４％）の減少となっています。 
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    第８款   自動車取得税交付金 
（単位 千円：％） 

区分 
 
年度 

予算現額 調 定 額 収入済額 
不 納 
欠損額 

収入未済額 
収 入 率 
予算 
対比 

調定

対比

２９ 67,000 91,700 91,700 0 0 136.9 100.0
２８ 68,000 64,286 64,286 0 0 94.5 100.0

比較増減 △1,000 27,414 27,414 0 0 42.4 0
増 減 率 △1.5 29.9 29.9 0 0 

 
 県税として徴収された自動車取得税の９５％に対する１０分の７相当額を市道の延

長及び面積によって按分され、市町村の道路目的財源として交付されるもので、決算額

は９１，７００千円で、前年度より２７，４１４千円（２９．９％）の増加となってい

ます。 
 
 
    第９款   地方特例交付金 

（単位 千円：％） 
区分 

 
年度 

予算現額 調 定 額 収入済額 
不 納 
欠損額 

収入未済

額 

収 入 率 
予算 
対比 

調定 
対比 

２９ 35,000 35,620 35,620 0 0 101.8 100.0
２８ 33,000 32,207 32,207 0 0 97.6 100.0

比較増減 2,000 3,413 3,413 0 0 △4.2 0
増 減 率 5.7 9.6 9.6 0 0 

 
 減収補てん特例交付金であり、決算額は３５，６２０千円で、前年度より３，４１３

千円（９．６％）の増加となっています。 
 
 
    第１０款  地方交付税 

（単位 千円：％） 
区分 

 
年度 

予算現額 調 定 額 収入済額 
不 納 
欠損額 

収入未済

額 

収 入 率 
予算 
対比 

調定 
対比 

２９ 4,100,000 4,342,329 4,342,329 0 0 105.9 100.0
２８ 4,260,000 4,385,632 4,385,632 0 0 102.9 100.0

比較増減 △160,000 △43,303 △43,303 0 0 3.0 0
増 減 率 △3.9 △1.0 △1.0 0 0 
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 決算額は４，３４２，３２９千円で、前年度より４３，３０３千円（１．０％）の減

少となっています。普通交付税は３，９０６，８２５千円で、前年度より６２，４７４

千円（１．６％）減少し、特別交付税は４３５，５０４千円で、前年度より１９，１７

１千円（４．４％）の増加となっています。 
 
 
    第１１款  交通安全対策特別交付金 

（単位 千円：％） 
区分 

 
年度 

予算現額 調 定 額 収入済額 
不 納 
欠損額 

収入未済

額 

収 入 率 
予算 
対比 

調定 
対比 

２９ 10,669 9,773 9,773 0 0 91.6 100.0
２８ 10,000 10,528 10,528 0 0 105.3 100.0

比較増減 669 △755 △755 0 0 △13.7 0
増 減 率 6.3 △7.7 △7.7 0 0 

 
 国に納付された交通反則金を原資として、市町村の交通安全対策費に充てるため、交

通事故件数と人口集中地区割合によって配分交付されるもので、決算額は９，７７３千

円で、前年度より７５５千円（７．７％）の減少となっています。 
 
    第１２款  分担金及び負担金 

（単位 千円：％） 
区分 

 
年度 

予算現額 調 定 額 収入済額 
不 納 
欠損額 

収入未済額 

収 入 率 
予算 
対比 

調定 
対比 

２９ 427,712 433,159 416,898 4,000 12,261 97.5 96.2
２８ 482,100 462,930 447,349 0 15,581 92.8 96.6

比較増減 △54,388 △29,771 △30,451 4,000 △3,320 4.7 △0.4
増 減 率 △12.7 △6.9 △7.3 100.0 △27.1 
 
分担金及び負担金は、特定の事業に要する経費に充てるため、当該事業によって利益 
を受ける者から、その受益の限度に応じて徴収するもので、決算額は４１６，８９８

千円で前年度より３０，４５１千円（７．３％）減少となっています。 
収入未済額１２，２６１千円は、老人ホーム入所者負担金７８２千円（前年度対比 
１０３．６％）、保育所費負担金１１，４７９千円（前年度対比７７．４％）、となっ

ています。引き続き収入未済額解消に努められるよう要望します。 
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    第１３款  使用料及び手数料 
（単位 千円：％） 

区分 
 
年度 

予算現額 調 定 額 収入済額 
不 納 
欠損額 

収入未済額 

収 入 率 

予算 
対比 

調定 
対比 

２９ 274,323 283,412 274,164 144 9,105 99.9 96.7

２８ 261,256 276,521 267,547 111 8,863 102.4 96.7

比較増減 13,067 6,891 6,617 33 242 △2.5 0.0

増 減 率 4.8 2.4 2.4 22.9 2.7 

 
 決算額は２７４，１６４千円で、このうち使用料は８，３０４千円（３．９％）の増

加で、これは主に市民活動センター使用料が増えたことによるもので、順調な稼働率に

繋がっているものと思われます。 
使用料について主なものに、総務使用料の庁舎使用料、地区コミュニティセンター使

用料、民生使用料の保育所使用料、衛生使用料の墓地使用料、サンコーポラス旭ヶ丘住

宅使用料、市営住宅使用料、道路用悪水路占用使用料などの土木使用料、教育使用料の

社会教育施設等使用料です。 
手数料についての主なものに、総務手数料では、証明手数料、戸籍、住民票手数料、

民生手数料では、地域支援事業利用料、衛生手数料の狂犬病予防注射手数料、教育手数

料の学童クラブ利用料です。特に、未収金の多いサンコーポラス旭ヶ丘住宅使用料、市

営住宅使用料や道路用悪水路占用使用料については、その解消に引き続き、努められる

よう要望します。 
 
 
    第１４款  国庫支出金 

（単位 千円：％） 
区分 

 
年度 

予算現額 調 定 額 収入済額 
不 納 
欠損額 

収入未済額 

収 入 率 

予算 
対比 

調定 
対比 

２９ 2,248,240 2,104,766 2,104,766 0 0 93.6 100.0

２８ 2,377,277 2,000,373 2,000,373 0 0 84.1 100.0

増 減 率 △129,037 104,393 104,393 0 0 9.5 0

比較増減 △5.7 5.0 5.0 0 0 

 
決算額は２，１０４，７６６千円で、前年度より１０４，３９３千円（５．０％）の

増加となっています。これは主に土木費、農林水産業費、衛生費の国庫補助金の増によ

るものです。 
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国庫支出金の内訳は次表のとおりです。 
 

（単位 千円：％） 
区分

科目 
収入済額 構成比 備       考 

国庫負担金 

民 生 費

国庫負担金
1,454,655 69.2 

障害者福祉費、特別障害者手当等給付費、子

どものための教育･保育給付費、生活保護

費、国保基盤安定、児童扶養手当給付費、母

子生活支援施設入所費、児童手当､生活困窮

者自立支援費 
土 木 費

国庫負担金
7,077 0.3

地籍調査事業費 

衛 生 費 2,019 0.1 未熟児養育医療費等 

計 1,463,751 69.6
 

国庫補助金 

民 生 費

国庫補助金
183,563 8.7

障害者福祉費、生活困窮者就労準備支援事

業費等､子ども･子育て支援交付金、母子家

庭等対策総合支援事業、子ども子育て支援

体制整備総合推進事業費、臨時福祉給付金

給付事務費、臨時福祉給付金給付事業費 

衛 生 費

国庫補助金
5,496 0.3 

循環型社会形成推進交付金 
母子保健衛生費 

農   林

水 産 業 費

国庫補助金

32,375 1.5 
農地集積・集約化対策事業、新規就農・経営

継承総合支援事業、産地パワーアップ事業

土 木 費

国庫補助金
290,101 13.8 

住宅・建築物安全ストック形成事業、社会資

本整備総合交付金、防災・安全交付金 
集約都市形成支援事業費 

教 育 費

国庫補助金
29,493 1.4 

就園奨励費、特別教育就学奨励費、理科教育

設備整備費等、文化財調査、就学援助費、史

跡等購入費、教育支援体制整備事業費 

総 務 費

国庫補助金
10,856 0.5 番号制度導入システム整備事業 

商 工 費

国庫補助金
76,358 3.6

地方創生推進交付金、地方創生拠点整備交

付金 

計 628,242 29.8
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国庫委託金 

総 務 費

国庫委託金
288 0.0 中長期在留者住居地届出等事務費 

民 生 費

国庫委託金
12,485 0.6 

国民年金事務費､特別児童扶養手当事務 

計 12,773 0.6  

合     計 2,104,766 100.0  

     
第１５款  県支出金 

（単位 千円：％） 
区分 

 
年度 

予算現額 調 定 額 収入済額 
不 納 
欠損額 

収入未済

額 

収 入 率 
予算 
対比 

調定 
対比 

２９ 1,101,062 1,046,382 1,046,382 0 0 95.0 100.0
２８ 1,109,732 1,039,185 1,039,185 0 0 93.6 100.0

比較増減 △8,670 7,197 7,197 0 0 1.4 0
増 減 率 △0.8 0.7 0.7 0 0 

 
 決算額は１，０４６，３８２千円で、前年度より７，１９７千円（０．７％）の増加

となっています。この主なものは、民生費県負担金、教育費県委託金の増加によるもの

です。 
 県支出金の内訳は次表のとおりです。 

（単位 千円：％） 
区分

科目 
収入済額

構成

比 
備       考 

県負担金 

民 生 費 
県負担金 

584,793 55.9 
子どものための教育･保育給付費､国保基盤安

定､母子生活支援施設入所費、障害者福祉費､後

期高齢者医療基盤安定､児童手当 
衛 生 費

県負担金 
597 0.1 

未熟児養育医療費等 

土 木 費 
県負担金 

3,538 0.3 
国土調査費 

計 588,928 56.3  

県補助金 

総 務 費 
県補助金 

8,786 0.8
電源立地地域対策交付金、消費者行政活性化事

業､消費者行政活性化事業、地域発元気づくり

支援金 

民 生 費 
県補助金 

160,219 15.3
障害者福祉費、老人福祉費、福祉医療費、子ど

も･子育て支援､母子家庭等日常生活支援事業、

地域福祉総合助成金、子どものための教育･保



- 19 - 
 

育給付費､長野県多子世帯保育料軽減事業､子

育て支援総合助成金、地域児童福祉事業等調査

事業 
衛 生 費 
県補助金 

7,697 0.7 
合併処理浄化槽整備事業､自殺対策緊急強化事

業､健康増進事業 
農  林 
水産業費 
県補助金 

86,970 8.3 
農業委員会､農業振興費､森のエネルギー推進

事業､森林づくり推進支援金､有害鳥獣対策事

業､多面的機能支払交付金､園芸振興費 
商 工 費 
県補助金 

30,881 2.9
自然環境整備支援事業､山岳環境整備パイロッ

ト事業、ビューポイント整備事業 
土 木 費 
県補助金 

1,863 0.2 住宅・建築物耐震改修促進事業 

教 育 費 
県補助金 

25 0.0 人権教育促進事業 

木育推進 

事業補助金
295 0.1 木育推進事業 

計 296,736 28.3  

県委託金 

総 務 費 
県委託金 

147,550 14.1
県税徴収事務交付金､人口動態調査事務､自衛

官募集事務､基幹統計交付金､特例処理事務交

付金､選挙委託金 
民 生 費 
県委託金 

8,266 0.8 
民生児童委員交付金､児童福祉施設入所者事務

教育費 
県委託金 

4,902 0.5 
文化財調査委託金、道徳教育の抜本的改善・充

実に係る支援事業委託金 
計 160,718 15.4  

合     計 1,046,382 100.0  
 
    第１６款  財産収入 

（単位 千円：％） 
区分 

 
年度 

予算現額 調 定 額 収入済額 
不 納 
欠損額 

収入未済

額 

収 入 率 
予算 
対比 

調定 
対比 

２９ 291,189 218,486 196,531 0 21,955 67.5 89.9
２８ 229,930 145,538 123,353 0 22,185 53.6 84.8

比較増減 61,259 72,948 73,178 0 △230 13.9 5.1
増 減 率 21.0 33.4 37.2 0 △1.0 

 
 決算額は１９６，５３１千円で、前年度より７３，１７８千円（３７．２％）の増加

となっています。これは主に利子及び配当金の基金利子収入の増加によるものです。 
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 なお、白樺湖温泉総合施設賃貸料の収入未済額については、引き続き解消に努められ

るよう要望します。 
 
    第１７款  寄附金 

（単位 千円：％） 
区分 

 
年度 

予算現額 調 定 額 収入済額 
不 納 
欠損額 

収 入 
未済額 

収 入 率 
予算 
対比 

調定 
対比 

２９ 312,644 277,197 277,197 0 0 88.7 100.0
２８ 262,202 262,644 262,644 0 0 100.2 100.0

比較増減 50,442 14,553 14,553 0 0 △11.5 0
増 減 率 16.1 5.6 5.6 0 0

 
 決算額は２７７，１９７千円で、前年度より１４，５５３千円（５．６％）の増加と

なっています。寄附金の主なものは、一般寄附金、ふるさと茅野市応援寄附金等となっ

ています。 
 
 
 
    第１８款  繰入金 

（単位 千円：％） 
区分 

 
年度 

予算現額 調 定 額 収入済額 
不 納 
欠損額 

収入未済

額 

収 入 率 

予算 
対比 

調定 
対比 

２９ 102,284 101,482 101,482 0 0 99.2 100.0
２８ 442,356 382,991 382,991 0 0 86.6 100.0

比較増減 340,072 △281,509 △281,509 0 0 12.6 0

増 減 率 △332.5 △277.4 △277.4 0 0 

 
 決算額は１０１，４８２千円で、前年度より２８１，５０９千円（２７７．４％）の

減少となっています。これは主に職員退職手当基金繰入金の減少によるものです。 
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    第１９款  繰越金 
（単位 千円：％） 

区分 
 
年度 

予算現額 調 定 額 収入済額 
不 納 
欠損額 

収入未済

額 

収 入 率 
予算 
対比 

調定 
対比 

２９ 1,035,048 1,060,985 1,060,985 0 0 102.5 100.0
２８ 729,631 967,522 967,522 0 0 132.6 100.0

比較増減 305,417 93,463 93,463 0 0 △30.1 0
増 減 率 29.5 8.8 8.8 0 0 

 
 決算額は１，０６０，９８５千円で前年度の決算剰余金を繰越したものであり、この

中には前年度から繰越された繰越明許充当財源１６，９５５千円が含まれています。 
 
    第２０款  諸収入 

（単位 千円：％） 
区分 

 
年度 

予算現額 調 定 額 収入済額 
不 納 
欠損額 

収入未済

額 

収 入 率 
予算 
対比 

調定 
対比 

２９ 1,547,264 1,553,130 1,549,627 0 3,502 100.1 99.8
２８ 1,769,077 1,787,111 1,784,201 0 2,910 100.8 99.8

比較増減 △221,813 △233,981 △234,574 0 592 △0.7 .0
増 減 率 △14.3 △15.1 △15.1 0 16.9 

 
 決算額は１，５４９，６２７千円で、前年度より２３４，５７４千円の減少となって

います。これは主に実費徴収金、市預金利子、貸付返還金等の未収金による減によるも

のです。 
 収入未済額については、その解消に努められるよう要望します。 
 なお、項別収入状況は次表のとおりです。 
 

項 別 収 入 状 況 
    （単位 千円：％） 

区 分

科 目 
収 入 済 額 

比較増減 増減率 
２９年度 ２８年度 

延滞金加算金及び過料 9,542 8,146 1,396 14.6
市 預 金 利 子 3,729 10,531 △6,802 △182.4
貸 付 金 元 利 収 入 1,092,184 1,292,653 △200,469 △18.3
受 託 事 業 収 入 6,963 7,045 △82 △1.2
雑 入 437,209 465,826 △28,617 △6.5

合    計 1,549,627 1,784,201 △234,574 △15.1
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    第２１款  市 債 
（単位 千円：％） 

区分 

 
年度 

予算現額 調 定 額 収入済額 
不 納 
欠損額 

収入未済額

収 入 率 
予算 
対比 

調定 
対比 

２９ 1,967,800 1,777,300 1,777,300 0 0 90.3 100.0
２８ 2,501,300 2,190,300 2,190,300 0 0 87.6 100.0

比較増減 △533,500 △413,000 △413,000 0 0 2.7 0
増 減 率 △27.1 △23.2 △23.2 0 0

  
決算額は１，７７７，３００千円で、前年度より４１３，０００千円（２３．２％）

減少となっています。これは主に教育債や消防債、総務債の減少によるものです。 
 
 市債の目的別収入状況は次表のとおりです。 

 
市債の目的別収入状況 

 一般会計 
（単位 千円：％） 

区 分

科 目 
収 入 済 額 

比較増減 増減率 
２９年度 ２８年度 

総 務 債 50,600 294,900 △244,300 △482.8

民 生 債 20,100 0 20,100 100.0
農 林 水 産 業 債 46,000 34,400 11,600 25.2
商 工 債 35,900 65,600 △29,700 △82.7
土 木 債 640,700 623,900 16,800 2.6

消 防 債 1,500 234,900 △233,400 △15.560
臨 時 財 政 対 策 債 982,500 924,100 58,400 5.9
教 育 債 0 12,500 △12,500 皆減

合    計 1,777,300 2,190,300 △413,000 △23.2

 
 この内容は、庁舎改修事業債、公用車整備事業債、北山保育園・小泉保育園改修事業

債、農業基盤整備事業債、コワーキングスペース整備事業債、道路、河川、都市計画道

路整備事業債、歴史環境整備事業債、消防施設等整備事業債、臨時財政対策債などです。 
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市債借入償還状況 
 普通会計 

（単位 千円：％） 
年 度

 
区 分 

２９年 度 ２８ 年 度 ２７ 年 度 

金  額 前年度対比 金  額 前年度対比 金  額 前年度

対比 

借 入 額 1,777,300 81.1 2,190,300 98.9 2,214,400 113.9

償 還 金 2,691,947 100.8 2,671,253 98.2 2,720,511 99.9

年度末未償還金 26,695,111 96.7 27,609,758 98.1 28,153,911 98.2

 
 当年度の財政運営における市債の歳入決算に占める依存率は７．６％で前年度より１．

６ポイント減少しており、現債額は当年度末２６，６９５，１１１千円で、前年度より

９１４，６４７千円（３．４％）減少しています。 
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（３）歳 出 
 
  ア 概  要 
    歳出の決算状況は次表のとおりです。 
 

    （単位 千円：％） 
区分 

年度 
予算現額 支出済額 

翌 年 度 
繰 越 額 

不 用 額 
予算対決算

の 比 較
執行率

２９ 23,246,235 22,336,327 70,075 839,833 909,908 96.1
２８ 24,296,861 22,729,350 189,200 1,378,311 1,567,511 93.5

比較増減 △1,050,626 △393,023 △119,125 △538,478 △657,603 2.6
増 減 率 △4.5 △1.8 △170.0 △64.1 △72.3

  
     支出済額は、２２，３３６，３２７千円で執行率は９６．１％となり、前年

度に比較して３９３，０２３千円（１．８％）減少しています。内訳を前年度

と比較すると、主に消防費（２９．１％）、総務費（２７．０％）の減少、災

害復旧費が皆減し、教育費は（２０．７％）の増加となっています。 
     翌年度繰越額は７０，０７５千円で、前年度に比較して１１９，１２５千円

（１７０．０％）減少しています。事業内容は、２級８号線幹線道路整備事業

費、総合計画推進事業費、地域創生推進費、どんぐりプラン推進事業費、福祉

２１ビーナスプラン推進事業費、西部保健福祉サービスセンター事業費、農業

担い手育成事業費となっています。 
 
 
   イ 性質別経費の状況 
 
     性質別経費の状況は次表のとおりです。 

 （単位 千円：％） 

区   分 
決 算 額 構 成 比 前年度比較増減 

29 年度 28 年度 29 年度 28 年度 29 年度 28 年度 
義

務

的

経

費 

人 件 費 3,724,258 3,753,008 16.7 16.5 △0.8 2.5
扶 助 費 3,726,603 3,598,183 16.7 15.8 3.6 1.0
公 債 費 2,801,416 2,810,981 12.5 12.4 △0.3 △12.2

計 10,252,277 14,310,371 45.9 44.7 △0.9 △2.5

経投 

 資 

費的 

普通建設事業費 2,279,895 2,531,933 10.2 11.1 △10.0 △14.2

災害復旧事業費 12,152 0 0.1 0.0 皆増 △100.0

計 2,292,047 2,531,933 10.3 11.1 △9.5 △14.7
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そ

の

他 

物 件 費 3,368,678 3,357,139 15.1 14.8 0.3 9.0
補 助 費 等 3,202,927 3,290,346 14.3 14.5 △2.7 1.1
繰 出 金

貸付金積立金等 
維 持 補 修 費 

計 

1,738,408
1,152,035

329,955
9,792,003

1,725,136 
1,350,929 

311,695 
10,035,245 

7.8 
5.1 
1.5 

43.8 

7.6 
5.9 
1.4 

44.2 

0.8
△14.7

5.9
△2.4

1.9
△24.4
△5.8
△1.1

合    計 22,336,327 22,729,350 100.0 100.0 △1.7 △3.4
（参考）義務的経費と投資的経費の区分は、支出の効果が資本形成に向けられるなど長

期にわたって持続するものか、または極めて短期的で終わるものかということを

基準にしたものです。 
 
     各経費の構成比は、義務的経費が４５．９ ％で前年度より１．２ポイント

減少し、投資的経費は１０．３％で前年度より０．８ポイント低下し、その他

の経費が４３．８％で前年度より０．４ポイント低下しています。 
 
 
 
 

歳出の状況（人口１人当り額） 
（単位：円） 

科   目 ２９年度 ２８年度 前年度比較増減 
人 件 費 ６６，９２８ ６７，３３４ △４０６

扶 助 費 ６６，９７０ ６４，５５６ ２，４１４

公 債 費 ５０，３４４ ５０，４３３ △８９

投 資 的 経 費 ４１，１９０ ４５，４２６ △４，２３６

うち普通建設事業費 ４０，９７１ ４５，４２６ △４，４５５

歳 出 合 計 ４０１，４００ ４０７，７９６ △６，３９６

（注）歳出に伴う人口は国勢調査ベースによる推計人口です。（各年３月３１日現在） 
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   ウ 款別決算額 
 
     各款別の決算概要については次のとおりです。 
 
 
 
    第１款   議 会 費 

（単位 千円：％） 
区分 

年度 
予算現額 支出済額 

翌年度 
繰越額 

不用額 執行率 

２９ 182,325 178,967 0 3,358 98.2
２８ 181,774 179,768 0 2,006 98.0

比較増減 551 △801 0 1,352 0.2
増 減 率 0.3 △0.5 0 40.3 
 
 決算額は１７８，９６７千円で、前年度より８０１千円（０．５％）の減となってい

ます。これは主に議員活動研修費の減によるものです。 
 支出の主なものは、議員報酬等の人件費、旅費、委託料等となっています。 
 
 
 
    第２款   総 務 費 

（単位 千円：％） 
区分 

年度 
予算現額 支出済額 

翌年度 
繰越額 

不用額 執行率 

２９ 2,753,963 2,613,294 11,372 129,297 94.9
２８ 3,489,172 3,319,569 4,270 165,333 95.1

比較増減 △735,209 △706,275 10,952 △36,036 △0.2
増 減 率 △26.7 △27.0 96.3 △27.9 
 
 決算額は２，６１３，２９４千円で、前年度より７０６，２７５千円（２７．０％）

の減となっています。 
 支出の主なものは、総務管理費の一般管理費、財産管理費、地域戦略費、地区コミュ

ニティ振興費、文書広報費、企画費、情報管理費、徴税費の税務総務費、賦課徴収費等

となっています。 
 不用額の主なものは、市民活動推進費、地域戦略費です。 
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    第３款   民 生 費 
（単位 千円：％） 

区分 
年度 

予算現額 支出済額 
翌年度 
繰越額 

不用額 執行率 

２９ 7,611,318 7,318,675 21.400 271,243 96.2
２８ 7,459,101 7,121,275 0 337,826 95.5

比較増減 152,217 197,400 21,400 △66,583 0.7
増 減 率 2.1 2.2 皆増 △24.5 
  
決算額は７，３１８，６７５千円で、前年度より１９７，４００千円（２．２％）の増

となっています。 
 支出の主なものは、国保及び後期高齢者医療特別会計繰出金、長野県後期高齢者医療

広域連合負担金、障害福祉サービス給付費、温泉施設管理運営費、福祉医療費給付等事

業費、諏訪広域連合介護保険事業負担金、保育所運営費、臨時福祉給付金給付事業費、

児童扶養手当事業費、生活保護事業費等となっています。 
 不用額の主なものは、社会福祉費の地域生活支援事業費、児童福祉費の保育所費、母

子福祉費です。 
  
 
    第４款   衛 生 費 

（単位 千円：％） 
区分 

年度 
予算現額 支出済額 

翌年度 
繰越額 

不用額 執行率 

２９ 1,437,663 1,367,759 0 69,904 95.1
２８ 1,405,751 1,310,026 0 95,725 93.2

比較増減 31,912 57,733 0 △26,121 1.9
増 減 率 2.2 4.2 0 △37.5 
 
 決算額は１，３６７，７５９千円で、前年度より５７，７３３千円（４．２％）の増

となっています。 
 支出の主なものは、諏訪中央病院組合負担金、各種予防接種事業費、各種がん検診事

業費、資源物収集処理費、諏訪南行政事務組合一般会計負担金等となっています。 
 不用額の主なものは、保健衛生費の健康増進事業費、母子保健費です。 
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    第５款   労 働 費 
（単位 千円：％） 

区分 
年度 

予算現額 支出済額 
翌年度 
繰越額 

不用額 執行率 

２９ 90,083 86,319 0 3,764 95.8
２８ 88,212 86,723 0 1,489 98.3

比較増減 1,871 △404 0 2,275 △2.5
増 減 率 2.1 △0.5 0 60.4 
 
 決算額は８６，３１９千円で、前年度より４０４千円（０．５％）の減少となってい

ます。 
 支出の主なものは、勤労者福利厚生等支援事業費の茅野市勤労者生活資金等融資預託

金です。 
 
    第６款   農林水産業費 

（単位 千円：％） 
区分 

年度 
予算現額 支出済額 

翌年度 
繰越額 

不用額 執行率 

２９ 506,571 446,731 0 59,840 88.2
２８ 483,658 421,722 0 61,936 87.2

比較増減 22,913 24,998 0 △2,096 1.0
増 減 率 4.5 5.6 0 △3.5 
 
 決算額は４４６，７３１千円で、前年度より２４，９９８千円（５．６％）の増加と

なっています。 
 支出の主なものは遊休農地活用対策事業費、市単土地改良事業費、多面的機能支払事

業費及び県営中山間総合整備事業費となっています。 
 不用額の主なものは、農業費で国の補助金の予算が付かなかったこと等による農業振

興費の農業担い手育成事業費、林業費の森林整備事業費です。 
  
 
    第７款   商 工 費 

（単位 千円：％） 
区分 

年度 
予算現額 支出済額 

翌年度 
繰越額 

不用額 執行率 

２９ 1,780,311 1,725,597 0 54,714 96.9
２８ 2,149,626 1,969,309 92,140 88,177 91.6

比較増減 △369,315 △243,712 △92,140 △33,463 5.3
増 減 率 △20.7 △14.1 皆減 △61.2 
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決算額は１，７２５，５９７千円で、前年度より２４３，７１２千円（１４．１％）

の減少となっています。これは産業振興費の産・学・公連携事業費（地域コンソーシア

ム）、の減少です。 
 支出の主なものは、中小企業制度融資あっせん事業費、産・学・公連携事業費（地域

コンソーシアム）、起業・創業等支援事業費、観光振興補助金、観光誘客宣伝事業費、

蓼科観光施設建設基金積立金、観光施設整備事業等となっています。 
 不用額の主なものは、観光費の観光誘客宣伝事業費、観光まちづくり推進事業費、工

業振興費の企業誘致事業費、新技術・新製品研究開発事業費です。 
     
 

第８款   土 木 費 
（単位 千円：％） 

区分 
年度 

予算現額 支出済額 
翌年度 
繰越額 

不用額 執行率 

２９ 2,922,642 2,780,151 34,160 108,331 95.1
２８ 3,250,386 2,720,195 92,790 437,401 83.7

比較増減 △327,744 59,956 △58,630 △329,070 11.4
増 減 率 △11.2 2.2 △171.6 △303.8 
 
 決算額は２，７８０，１５１千円で、前年度より５９，９５６千円（２．２％）の増

となっています。 
 支出の主なものは、道路維持修繕事業費、生活道路整備事業費、公園施設維持管理費、

高部・安国寺地区歴史環境整備事業費、下水道事業会計繰出金、白樺湖下水道組合負担

金、幹線道路整備事業費、宮川茅野地区まちづくり整備事業費等となっています。 
 不用額の主なものは、道路橋梁新設改良費の橋梁修繕事業費です。  
 翌年度繰越金は、道路橋梁費幹線道路整備事業費（２級８号線）です。 
 
 
    第９款   消 防 費 

（単位 千円：％） 
区分 

年度 
予算現額 支出済額 

翌年度 
繰越額 

不用額 執行率 

２９ 800,991 790,809 0 10,182 98.7
２８ 1,040,798 1,020,812 0 19,986 98.1

比較増減 △259,779 △230,003 0 △9,804 0.6
増 減 率 △24.0 △29.1 0 △96.3 
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決算額は７９０，８０９千円で、前年度より２３０，００３千円（２４．０％）の減

少となっています。これは主に、防災対策費の防災無線関連費、非常備消防費の消防団

活動支援事業費の減少によるものです。 
 支出の主なものは、諏訪広域連合負担金、消防団員人件費、消防団加入促進事業費、

分団施設等整備費、防災対策費の防災無線経費、防災気象情報システム経費、自主防災

組織活動支援事業費等となっています。 
  
  
 
    第１０款  教 育 費 

（単位 千円：％） 
区分 

年度 予算現額 支出済額 
翌年度 
繰越額 

不用額 執行率 

２９ 2,255,883 2,174,395 3,143 78,345 96.4
２８ 1,837,464 1,725,208 0 112,256 93.9

比較増減 418,419 449,187 3,143 △33,911 2.5
増 減 率 18.5 20.7 皆増 △43.3
 
 決算額は２，１７４，３９５千円で、前年度より４４９，１８７千円（２０．７％）

の増加となっています。 
 支出の主なものは、小・中学校費の学校管理費の一般経費、施設管理事業費及び施設

整備事業費、公民館・図書館・総合博物館・考古館の管理運営費、学童クラブ事業費、

体育施設維持管理費、体育施設整備事業費等となっています。 
  
 
    第１１款  災害復旧費 

（単位 千円：％） 
区分 

年度 
予算現額 支出済額 

翌年度 
繰越額 

不用額 執行率 

２９ 11,264 9,736 0 1,528 86.4
２８ 2,000 0 0 2,000 0.0

比較増減 9,264 9,736 0 △472 86.4
増 減 率 82.2 100.0 0 △30.8 
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    第１２款  公 債 費 
（単位 千円：％） 

区分 
年度 

予算現額 支出済額 
翌年度 
繰越額 

不用額 執行率 

２９ 2,849,392 2,801,416 0 47,976 98.3
２８ 2,854,507 2,810,981 0 43,526 98.5

比較増減 △5,115 △9,565 0 4,448 △0.2
増 減 率 △0.2 △0.3 0 9.3 
  

決算額は２，８０１，４１６千円で、前年度より９，５６５千円（０．３％）の減少

となっています。 
 支出の主なものは、市債元利償還金となっています。 
 なお、公債費の歳出決算額に対する割合は１２．５％で、前年度より０．１ポイント

増加しています。 
 
 
    第１３款  諸支出金 

（単位 千円：％） 
区分 

年度 
予算現額 支出済額 

翌年度 
繰越額 

不用額 執行率 

２９ 42,477 42,477 0 0 100.0
２８ 43,763 43,762 0 1 100.0

比較増減 △1,286 △1,285 0 △1 0
増 減 率 △3.0 △3.0 0 0 
  

決算額は４２，４７７千円で、前年度より１，２８５千円（３．０％）の減少となっ

ています。これは、繰出金の減少によるものです。 
 支出は、水道事業会計への繰出金となっています。 
 
 
    第１４款  予 備 費 

（単位 千円：％） 
区分 

年度 
予算現額 支出済額 

翌年度 
繰越額 

不用額 執行率 

２９ 1,352 0 0 1,352 0
２８ 12,647 0 0 12,647 0

比較増減 △11,295 0 0 △11,295 0
増 減 率 △835.4 0 0 △835.4
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３ 特 別 会 計 

 
  平成２９年度の特別会計は、国民健康保険、後期高齢者医療の２会計となっていま

す。 
 
 
（１）歳 入 
 
   歳入の決算状況は次表のとおりです。 

（単位 千円：％） 
年度 

 
区分 

予算現額 調 定 額 収入済額 
不 納 

欠損額 

収 入 

未済額 

予算対決算

の比較 

収 入 率 

予算

対比

調定

対比

２９ 7,473,135 7,422,118 7,285,005 9,032 128,080 △188,130 97.5 98.1

２８ 7,430,327 7,627,794 7,492,568 8,607 126,619 62,241 100.8 98.2

比較増減 42,808 △205,676 △207,563 425 1,461 △125,889 △3.3 △0.1

増 減 率 0.6 △2.8 △2.8 4.7 1.1 △66.9

 
  歳入の決算額は７，２８５，００５千円で、前年度より２０７，５６３千円（２．

８％）の減少となり、収入率は予算額対比９７．５％、調定額対比９８．１％とな

っています。 
   なお、不納欠損処分９，０３２千円は、国民健康保険特別会計及び後期高齢者医

療特別会計です。 
 
 
（２）歳 出 
 
   歳出の決算状況は次表のとおりです。 

（単位 千円：％） 
区分 

年度 
予算現額 支出済額 

翌年度 
繰越額 

不 用 額 
予算対決算 
の 比 較 

執行率

２９ 7,473,135 7,018,601 0 454,534 454,534 93.9
２８ 7,430,327 7,232,624 0 197,702 197,702 97.3

比較増減 42,808 △214,023 0 256,832 256,832 △3.4
増 減 率 0.6 △3.0 0 56.5 56.5

   歳出の決算額は７，０１８，６０１千円で、前年度より２１４，０２３千円（３．

０％）の減少となり、執行率は９３．９％となっています。 
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（３）決算収支 
（単位 千円：％） 

年度 
区分 

２９年度 ２８年度 ２７年度 

予 算 現 額 7,473,135 7,430,327 7,367,975
歳 入 決 算 額 7,285,005 7,492,568 7,564,284
歳 出 決 算 額 7,018,601 7,232,624 7,222,123
歳 入 歳 出 差 引 額 266,404 259,943 342,161
翌年度へ繰越すべき財源 0 0 0
実 質 収 支 額 266,404 259,944 342,161
前 年 度 実 質 収 支 額 259,944 342,161 383,807
単 年 度 収 支 額 6,460 △82,217 △41,646

 
  決算収支における実質収支額は２６６，４０４千円で、前年度より６，４６０千円

増加しています。 
 
 
（４）各会計の概要 
 
  ① 国民健康保険特別会計 

（単位 千円：％） 
区分 

年度 
予算現額 収入済額 支出済額 差引額 実質収支額 

２９ 6,786,708 6,577,001 6,337,541 239,460 239,460
２８ 6,702,127 6,756,731 6,527,090 229,641 229,641

比較増減 84,581 △179,730 △189,549 9,819 9,819
増 減 率 1.2 △2.7 △3.0 4.1 4.1

 
決算額は、歳入が６，５７７，００１千円で、収入率は予算額対比で ９６．

９％、調定額対比は９８．０％となり、歳出は６，３３７，５４１千円で執行率

９３．４％、不用額は４４９，１６７千円となっています。 
前年度に比較して、歳入が２．７％減少、歳出が３．０％減少し、実質収支額

は２３９，４６０千円となっています。 
収入の主なものは、国民健康保険税、国庫支出金、療養給付費交付金、前期高

齢者交付金、共同事業交付金、繰越金等となっています。 
支出の主なものは、保険給付費、後期高齢者支援金等、介護納付金、共同事業

拠出金等であり、不用額の主なものは、保険給付費、共同事業拠出金、予備費等

となっています。 
不納欠損処分９，０１７千円は、適法に処理されているものと認められたが、
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今後も厳正を期すよう要望するものです。 
収入未済額の１２３，１０６千円は、国民健康保険税と諸収入の一般被保険者

返納金で前年度より３３１千円の増加となっています。 
国民健康保険税の収納率は９５．９％で、前年度より０．２ポイント減少して

います。滞納整理については公平の原則をふまえ、引き続き積極的な取り組みを

望むものです。 
 
 

② 後期高齢者医療特別会計 
（単位 千円：％） 

区分 
年度 

予算現額 収入済額 支出済額 差引額 実質収支額 

２９ 686,427 708,004 681,060 26,944 26,944
２８ 652,663 657,416 631,088 26,328 26,328

比較増減 33,764 50,588 49,972 616 616
増 減 率 4.9 7.1 7.3 2.3 2.3

 
    決算額は、歳入が７０８，００４千円で、収入率は予算額対比１０３．１％、

調定額対比９９．３％となり、歳出は６８１，０６０千円で執行率９９．２％、

不用額は５，３６７千円となっています。 
    前年度と比較して、歳入が７．１％増加、歳出が７．３％増加し、実質収支額

は２６，９４４千円となっています。 
    収入の主なものは、後期高齢者医療保険料、一般会計繰入金等となっています。 
    支出の主なものは、後期高齢者医療広域連合納付金等となっています。 
    不納欠損処分の１５千円は、適法に処理されているものと認められたが、今後

とも厳正を期するよう要望するものです。 
    収入未済額の４，９７４千円は、後期高齢者医療保険料で前年度より１，２５

６千円増加しています。 
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③ 財産区特別会計歳入歳出決算総括表 
（単位 千円） 

  
     

財産区名 予算現額 収入済額 支出済額 繰越金 

湯川 125,835 120,520 119,022 1,499
柏原 75,506 79,571 60,810 18,761

芹ヶ沢 188,195 186,602 120,327 66,275
糸萱 55,015 55,017 54,909 108
外山 188,312 188,203 125,134 63,069
内山 95,374 96,394 84,434 11,960
鹿山 148,229 148,284 147,558 726

北大塩 42,172 43,844 39,915 3,929
塩沢 47,124 46,124 23,925 22,199

埴原田 2,301 2,302 2,285 17
白井出 371 372 210 162
笹原 2,631 2,635 675 1,960

須栗平 10,486 13,197 9,958 3,239
堀 6,033 11,067 5,514 5,553
金山 26,011 26,108 12,258 13,850
新井 27,420 27,697 26,007 1,690
山口 13,701 12,229 12,202 27
中村 43,006 41,631 37,763 3,868

上菅沢 20,602 20,728 12,198 8,530
南大塩 45,526 38,599 36,617 1,982
塩之目 21,014 21,011 19,573 1,438
上場沢 18,624 15,629 10,867 4,762
上古田 7,919 7,927 7,898 29
下古田 13,731 13,921 10,783 3,138
御作田 4,280 4,367 3,569 798
福沢 44,768 45,364 34,404 10,960

七ヶ耕地 13,863 15,145 13,857 1,288
泉野 3,915 4,024 3,887 137
槻木 37,408 37,412 36,090 1,322
中道 9,246 9,567 6,282 3,285

小屋場 6,313 6,912 2,357 4,555
玉川 3,754 3,318 2,145 1,173
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（単位 千円） 

 
財産区総歳入決算額は、1,446,704 千円、総歳出決算額は 1,130,799 千円であり、繰

越金は、315,905 千円となっている。 
 

【審査意見】 
  詳細にわたり審査をした結果、諸帳簿及び各証憑書類の整備保管状況は、良好であ

ることを認めました。 
  なお、寄付金に関しては引き続き適切な事務処理を図ることを要望します。 
 また、将来にわたって健全な財産区運営を維持するため、計画的に基金を積み立てら

れ、内部留保に努められたい。 
    財産区は、地方自治法に規程された特別地方公共団体です。従って、財産区が取り扱

う金銭等は公金となります。公金の支出等については、十分留意されるよう要望します。  

財産区名 予算現額 収入済額 支出済額 繰越金 

山田 4,600 4,698 3,393 1,305
穴山 9,349 9,442 2,993 6,449
中沢 3,202 3,336 2,502 834
粟沢 8,542 8,785 1,779 7,006
菊沢 5,602 5,030 1,144 3,886

北久保 3,762 2,694 863 1,831
子之神 7,278 7,308 2,133 5,175
神の原 1,611 1,662 844 818
丸山 21,111 21,185 10,259 10,926
金沢 17,823 21,486 10,388 11,098

鳴沢自然郷 4,838 5,778 3,669 2,109
議会合計 1,436,403 1,437,141 1,123,395 313,746

   
鋳物師屋 1,037 1,037 1,012 25
下菅沢 7,107 7,039 5,846 1,193
大日影 1,486 1,486 546 940

管理会合計 9,630 9,563 7,404 2,159
   

合 計 1,446,033 1,446,704 1,130,799 315,905
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４ 財産に関する調書 

 
（１）公有財産 
  ① 土地及び建物 
   ア 土  地 
     年度末現在額は１，７４２，８２７㎡で、このうち行政財産は１，３２８，

６８５㎡、普通財産は４１４，１４２㎡となっています。 
     前年度に比べ、行政財産は３４４㎡（０．０３％）減少、普通財産は１，９

８０㎡（０．４８％）の増加となっています。 
 
   イ 建  物 
     年度末現在額は２４５，７５４㎡で、このうち行政財産は２３４，０５５㎡、

普通財産は１１，６９９㎡となっています。 
     前年度に比べ、行政財産は１,９４６㎡（０．８３％）の減少、普通財産は

１，０８５㎡（３９．７％）の増加となっています。 
 
  ② 山  林 
    面積の年度末現在額は２３，０７４㎡で、年度中の増減はないが立木の推定蓄

積量は６，５０９ （６５．８％）減少し、９，８９０ となっています。 
 
  ③ 出資による権利 
    年度末現在額は３７３，９９２千円で、前年度と同額なっています。 
 
（２）物  品 
   重要物品の年度末現在高は１，２６１点で、前年度に比べ５点の増加となってい

ます。増加した主なものは、PC 学習支援ソフトウェア４台、ランニングマシン１

台、耐用年数が過ぎ故障等による買換えで軽自動車１台、特殊用途自動車２台、普

通貨物自動車２台、軽貨物自動車４台、新規に大型貨物自動車１台、普通乗用自動

車２台の購入がありました。減少した主なものは、特殊用途自動車６台、プロジェ

クター５台、軽貨物自動車３台となっています。 
   物品については、定期監査において確認を行っているので台帳審査に留めたが、

物品台帳の定期的な整備を徹底するとともに、公用車両については保守点検を実施

し、安全運転の励行に一層努められたい。 
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（３）基  金 
   年度末現在高は５４基金８，４９８，４５７千円で、前年度に比べ４１，２４１

千円（０．５％）の増加となっています。 
   なお、平成２９年度から、土地開発基金を除く一般会計の基金について、一括し

て運用しています。 
   基金の運用にあたっては、積立、取り崩し等、計画的で有効的な運用に努められ

たい。 
 
基金の設置及び運用状況 
 
 平成２９年度基金の状況は次表のとおりです。 
 

基  金  名 平成２９年度末決算額（単位 千円） 
 
一 
 

括 
 

運 
 

用 

財 政 調 整 基 金 ２，１６０，４８７ 
減 債 基 金 １，１０９，７７４ 
公 共 施 設 整 備 基 金   ３４８，８０４ 
職 員 退 職 手 当 基 金   １６３，２６８ 
八 ヶ 岳 森 林 文 化 基 金    １２，７４４ 
蓼 科 観 光 施 設 建 設 基 金   １２１，３９０ 
学 校 基 金    ５２，９９４（山林９０５，６００㎡） 
育 英 基 金   １０７，７７０ 
パートナーシップのまちづくり基金    ５２，３７５ 

一括運用基金計 ４，１２９，６０６（内有価証券２，８１１，９１３）

土 地 開 発 基 金   ６００，０００（内土地９，０７９．１６㎡） 
国 保 財 政 調 整 基 金   １５９，５８２ 
国 保 高 額 医 療 貸 付 基 金     ７，０００ 
茅 野 市 北 山 湯 川 財 産 区 基 金 外

４ １ 基 金 計 
３，６０２，２６９（内有価証券１，６９５，０３７）

計５４基金 
８，４９８，４５７（内有価証券４，５０６，９５０）

        （土地･山林９１４,６７９．１６㎡）
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５ むすび 

 

平成２９年度は、株価の安定により穏やかな景気回復状態が持続しております。 

法人市民税の収入額を見ると、前年比１１４.６６パーセント緩やかながら増収に転じ

ており、市税全体でも１０１.７７パーセントとなっています。 

しかしながら、人口減少、少子高齢化、景気の不透明感から市税収入の減少は避け

られない状況にあると思います。 

本年も基金に頼らない収支均衡予算を目指し、部門別予算の見直しにより「身の丈

に合った予算編成」へと移行した結果、実質収支額で９６０，７９９千円になったこ

とは、前年度に引き続き、財政構造改革を進めた結果であり、一定の成果を上げたと

言えます。今後とも、将来にわたる持続可能な財政基盤の強化、政策的経費の重点化

による事業の選択、国の経済対策の活用などの基本方針を軸に､第５次総合計画の新た

なまちづくりへのスタートがきれるよう期待します。 

平成２９年度に実施した主な事業をみると、ハード面では、コワーキングスペース

（ワークラボ八ヶ岳）、保育所施設整備事業、舗装修繕工事等の生活道路整備事業、玉

川広田地区、中大塩地区などの幹線道路整備事業、蓼科湖周辺整備等の観光施設整備

事業、高部・安国寺地区歴史環境整備事業や宮川茅野地区まちづくり整備事業などの

都市計画事業、台風２１号の災害復旧事業などが実施されました。 

ソフト面においては、第５次茅野市総合計画の策定、地域資源を活用し「観光まち

づくり」を進めるための組織（茅野版ＤＭＯ）の設立準備、諏訪東京理科大学公立化

関連事業、小中一貫教育の本格化や、教育資金利子補給制度など子育て・教育に関す

る事業、「八ヶ岳ＪＯＭＯＮライフフェスティバル」事業など行いながら、歳出では、

予算現額に対して、９６.０パーセントに削減されています。 

これらの事業を含む平成２９年度の決算額は、一般会計総額で歳入２３，３３４，

６１２千円、歳出２２，３３６，３２７千円となり、前年度に比較して歳入は１．９％

の減少、歳出は１．７％の減少となっており、差引残額は、９９８，２８５千円で実

質収支額は９６０，７９９千円の黒字となっており、前年度に比較して７９，２５６

千円（８．２％）減少しています。 

次に平成２９年度の一般会計財政状況についてみると、歳入では基幹自主財源であ

る市税のうち個人市民税が１１，４７４千円の増、法人市民税が７１，８５６千円の

増、固定資産税が６９,２５３千円の増となり、市税全体では前年度に比べて収入額で

１４８，０１０千円の増の８，４９６，３２９千円となり、歳入全体の３６．４１％

を占めており、地方交付税１８．６１％、国庫支出金９.０２％、市債７.６２％、諸

収入６．６４％となっています。歳出では、民生費が全体の３２．７７％を占め、以

下、公債費が１２.５４％、土木費１２．４５％、総務費１１．７０％、教育費９．７

３％、商工費７.７３％の順となっています。 
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財政の健全化を示す指数においては、各々向上しており、財政状況は好転していると

判断できることから、第５次総合計画進めるに当たっては、将来における財政規模の縮

小を考慮しながら、持続可能な財政基盤の構築に努められたい。 

また、財政力の強弱を示す「財政力指数」は、平成２９年度０．６４７となり、前年

度より０．００５ポイント上昇しています。 

市債の元利金償還の標準財政規模に対する割合を示す「実質公債費比率」は、平成２

９年度８．８％となり、前年度より０．５ポイント減少しています。 

今後とも、将来負担を十分に検討しながら、計画的な財政運用を進めていただき、更

なる財政の健全化に注力いただくことを望みます。 

 

なお、平成１９年度から算定が義務づけられた健全化判断比率等については、別項

をご参照ください。 
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 審査意見のうち全庁的共通事項は次のとおりです。 

 

（１）茅野市の多くの公共施設（建築物）が建築後３０年を経過していることから、今

後長い期間を安全に使用していくためには、市財政への圧迫感も年々高まると思わ

れます。平成２８年度に策定の公共施設等総合管理計画に基づき、長期的な視野を

もって、更新、統廃合、長寿命化などを計画的に実施し、安定した財政計画が図ら

れることを強く望みます。総合進捗管理を総括する体制の明確化、専門技術職の育

成と確保に積極的な取り組みをお願いします。 

 

（２）観光を活かしたまちづくりを推進するため、公益を目的とし、民間の活力により

運営される「ちの観光まちづくり推進機構」は、地域再生の切り札的事業であり、 

  多額の予算を投じていることから、成果に結びつく活動に期待します。 

  具体的な成果が上がる様に、観光まちづくり推進課や地域戦略課との相互支援と進

捗状況のチェックを望みます。 

 

（３）今後も高齢化、少子化の進行により、福祉行政の重要性とそれに伴う扶助費など

の費用の増大などが、ますます重要課題となっていくと思われます。 

   そうした中で、市民の福祉に対する期待と要望は、さらに多様化するものと思わ

れます。「ゆいわーく茅野」を拠点とした、市の福祉部門と社会福祉協議会との一

層の協働により、総合的・効果的な成果を期待するものです。 

 

（４）市町村振興協会など宝くじを財源とする、地域防災組織育成への助成金事業につ

いては、地域防災組織の充実に大変有効であり、今後も継続されることを期待しま

す。 

 

（５）農業担い手育成事業では、申請者の辞退や国費の不足による不採択などにより、

不用額の発生となっていますが、市として農業振興に注力するのであれば、不用額

の低減の観点ではなく、担い手を如何に育成するかを力点に置いて、対応策につい

て研究・検討されたい。 

 

（６）集中管理自動車用修繕料が対前年比で、大幅に減少したことは評価できます。背

景として、使用期間の長い車両の入れ替えを前向きに行い、故障の減少に繋がった

こと、また、公用車による事故の減少などもあげられます。今後も、安全運転や管

理に努められたい。 

 

 



- 41 - 
 

（７）商業振興・工業振興・産業振興などの事業は、企業発展や地域振興の重要な施策

であるが、補助金件数や不用額の発生があることから、商工会議所をはじめ関係団

体等と連携を図り、さらなる推進に注力されたい。 

   コワーキングスペース事業は指定管理者の運営としてスタートしたが、施設設置

の当初の目的が達成されるよう商工課と指定管理者が連携して、今後の運営にあた

られたい。 

 

（８）委託業務の委託契約書や工事請負契約書の重要書類の保管状況については、従来

のファイリングシステムに沿って保管し、文書管理の向上を図られたい。 

 

（９）委託業務の随意契約について、年々委託料が上昇傾向にある中、安全で効率的な

業務内容などを十分検討の上、金額の交渉などを行い、経費節減に繋げるなどを視

野に更新契約に臨まれたい。 

 

 

    

   審査意見の個別の特記事項につきましては、「平成２９年度定期監査（本庁課局）」

及び「平成２９年度定期監査（出先機関及び施設）」の結果報告に対する回答報告

書の内容のとおり着実に検討または実施いただくよう要望いたします。 



自 主 財 源 比　率 依 存 財 源 比　率

円 円 ％ 円 ％

30,619,617,567 14,844,704,587 48.5 15,774,912,980 51.5

23,334,611,821 12,373,213,058 53.0 10,961,398,763 47.0

7,285,005,746 2,471,491,529 33.9 4,813,514,217 66.1

国民健康保険 6,577,001,257 1,763,487,040 26.8 4,813,514,217 73.2

708,004,489 708,004,489 100.0 0 0.0

一 般 会 計

特 別 会 計

特
　
別
　
会
　
計

　 会　 計　 別　 歳　 入　 歳

財　　　　　　　源　　　　　　　別歳 入 総 額

（Ａ）

　　　　　　　　　　区　分

　会 計 別

合 計

後期高齢者医療
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第　１　表

継 続 費
逓次繰越

繰越明許費
財　　　　源

事故繰越

円 円 円 円 円 円

29,354,927,931 1,264,689,636 0 37,486,200 0 1,227,203,436

22,336,326,635 998,285,186 0 37,486,200 0 960,798,986

7,018,601,296 266,404,450 0 0 0 266,404,450

6,337,541,207 239,460,050 0 0 0 239,460,050

681,060,089 26,944,400 0 0 0 26,944,400

歳入歳出差引額

（Ａ）－（Ｂ）

　 　　出　 決　 算　 総　 括　 表

翌　年　度　繰　越　額

実質収支額
歳 出 総 額

（Ｂ）
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　 会　 計　 別　 歳　 入　 歳

総　　　　　額 繰入金控除額
純 歳 入 額

（Ａ）
繰入金内訳

円 円 円

30,619,617,567 546,616,224 30,073,001,343

23,334,611,821 0 23,334,611,821 特別会計から

7,285,005,746 546,616,224 6,738,389,522 一般会計から

国民健康保険 6,577,001,257 379,515,481 6,197,485,776 〃

708,004,489 167,100,743 540,903,746 〃

歳　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　入

一 般 会 計

特 別 会 計

特
　
別
　
会
　
計

　　　　　　　　　　区　分

　会 計 別

合 計

後期高齢者医療
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第　２　表

総　　　　　額 繰出金控除額
純 歳 出 額

（Ｂ）
繰出金内訳

円 円 円 円

29,354,927,931 546,616,224 28,808,311,707 1,264,689,636

22,336,326,635 546,616,224 21,789,710,411 特別会計へ 1,544,901,410

7,018,601,296 0 7,018,601,296 一般会計へ △280,211,774

6,337,541,207 0 6,337,541,207 △140,055,431

681,060,089 0 681,060,089 一般会計へ △140,156,343

　 　　出　 純　 計　 決　 算　 額

純歳入歳出
差　 引　 額
（Ａ）－（Ｂ）

歳　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　出
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決算額 前年度対比 決算額 前年度対比

円 ％ 円 ％

30,619,617,567 98.1 31,200,507,023 97.5

23,334,611,821 98.1 23,786,359,563 97.1

7,285,005,746 98.3 7,414,147,460 99.0

国民健康保険 6,577,001,257 97.3 6,756,731,427 99.9

708,004,489 107.7 657,416,033 106.0

　 会　計　別　歳　入　歳　出　決

特
　
別
　
会
　
計

　　　　　　　　　　区　分

　会 計 別

合 計

歳　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　入

平　成　29　年　度 平　成　28　年　度

一 般 会 計

特 別 会 計

後期高齢者医療
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第　３　表

決　算　額 決　算　額 平成29年度 平成28年度

円 ％ 円 ％ 円 円

29,354,927,931 98.0 29,961,974,062 97.4 1,264,689,636 1,316,953,633

22,336,326,635 98.3 22,729,349,610 96.6 998,285,186 1,057,009,953

7,018,601,296 97.0 7,232,624,452 100.1 266,404,450 259,943,680

6,337,541,207 97.1 6,527,090,532 98.7 239,460,050 229,640,895

681,060,089 107.9 631,088,033 105.7 26,944,400 26,328,000

　 算　前　年　度　比　較　表

歳　入　歳　出　差　引　額
歳　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　出

平　成　２９　年　度 平　成　２８　年　度

前年度対比 前年度対比
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　　一　 般　 会　 計　 歳　 入　 歳　 出

平成29年度（Ａ） 平成28年度（Ｂ） （Ａ）－（Ｂ）
前年度
対　 比

円 円 円 ％

合 計 23,334,611,821 23,786,359,563 △ 451,747,742 98.1

市 税 8,496,328,884 8,348,318,547 148,010,337 101.8

地 方 譲 与 税 355,260,000 356,660,000 △ 1,400,000 99.6

利 子 割 交 付 金 12,513,000 7,317,000 5,196,000 171.0

配 当 割 交 付 金 29,881,000 22,494,000 7,387,000 132.8

株式等譲渡所得割交付金 32,451,000 13,055,000 19,396,000 248.6

地 方 消 費 税 交 付 金 1,065,366,000 1,020,366,000 45,000,000 104.4

ゴルフ場利用税交付金 58,057,650 60,031,300 △ 1,973,650 96.7

自動車取得税交付金 91,700,000 64,286,000 27,414,000 142.6

地 方 特 例 交 付 金 35,620,000 32,207,000 3,413,000 110.6

地 方 交 付 税 4,342,329,000 4,385,632,000 △ 43,303,000 99.0

交通安全対策特別交付金 9,773,000 10,528,000 △ 755,000 92.8

分 担 金 及 び 負 担 金 416,897,741 447,348,800 △ 30,451,059 93.2

使 用 料 及 び 手 数 料 274,163,557 267,546,569 6,616,988 102.5

国 庫 支 出 金 2,104,766,192 2,000,372,620 104,393,572 105.2

県 支 出 金 1,046,381,921 1,039,184,909 7,197,012 100.7

財 産 収 入 196,530,565 123,353,442 73,177,123 159.3

寄 附 金 277,196,981 262,643,685 14,553,296 105.5

繰 入 金 101,483,102 382,991,538 △ 281,508,436 26.5

繰 越 金 1,060,984,738 967,521,944 93,462,794 109.7

諸 収 入 1,549,627,490 1,784,201,209 △ 234,573,719 86.9

市 債 1,777,300,000 2,190,300,000 △ 413,000,000 81.1

　　　　　　　　　　区　分

　款 別

歳　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　入
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　 　決　算　 前　 年　 度　 比　 較　 表

第　４　表

平成29年度（Ａ） 平成28年度（Ｂ） （Ａ）－（Ｂ）
前年度
対　 比

円 円 円 ％

合 計 22,336,326,635 22,729,349,610 △ 393,022,975 98.3

議 会 費 178,966,961 179,768,026 △ 801,065 99.6

総 務 費 2,613,293,801 3,319,569,146 △ 706,275,345 78.7

民 生 費 7,318,675,242 7,121,275,003 197,400,239 102.8

衛 生 費 1,367,759,200 1,310,026,017 57,733,183 104.4

労 働 費 86,318,972 86,722,927 △ 403,955 99.5

農 林 水 産 業 費 446,731,039 421,722,240 25,008,799 105.9

商 工 費 1,725,597,129 1,969,308,882 △ 243,711,753 87.6

土 木 費 2,780,150,582 2,720,195,075 59,955,507 102.2

消 防 費 790,809,381 1,020,811,871 △ 230,002,490 77.5

教 育 費 2,174,395,441 1,725,207,638 449,187,803 126.0

災 害 復 旧 費 9,735,980 0 9,735,980 皆増

公 債 費 2,801,415,951 2,810,980,584 △ 9,564,633 99.7

諸 支 出 金 42,476,956 43,762,201 △ 1,285,245 97.1

予 備 費 0 0 0 -

　　　　　　　　　　区　分

　款 別

歳　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　出
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　　　　一　　　般　　　会　　　計　　 款　　　別

予算額

継続費及び
繰越事業費
繰 越 財 源
充　 当　 額

計
構
成
比

金　　　額
構
成
比

予算
現額
対比

(B)/(A)

円 円 円 ％ 円 ％ ％

合 計 23,057,035,000 189,199,576 23,246,234,576 100.0 23,872,716,052 100.0 102.7

市 税 8,253,000,000 0 8,253,000,000 35.5 8,983,465,586 37.6 108.9

地 方 譲 与 税 347,000,000 0 347,000,000 1.5 355,260,000 1.5 102.4

利子割交付金 8,000,000 0 8,000,000 0.0 12,513,000 0.1 156.4

配当割交付金 28,000,000 0 28,000,000 0.1 29,881,000 0.1 106.7

株 式 等 譲 渡
所得割交付金

23,000,000 0 23,000,000 0.1 32,451,000 0.1 141.1

地 方 消 費 税
交 付 金

1,010,000,000 0 1,010,000,000 4.3 1,065,366,000 4.5 105.5

ゴルフ 場 利用
税 交 付 金

57,000,000 0 57,000,000 0.2 58,057,650 0.2 101.9

自動車取得税
交 付 金

67,000,000 0 67,000,000 0.3 91,700,000 0.4 136.9

地 方 特 例
交 付 金

35,000,000 0 35,000,000 0.2 35,620,000 0.2 101.8

地 方 交 付 税 4,100,000,000 0 4,100,000,000 17.6 4,342,329,000 18.2 105.9

交通安全対策
特 別 交 付 金

10,669,000 0 10,669,000 0.1 9,773,000 0.1 91.6

分 担 金 及 び
負 担 金

427,712,000 0 427,712,000 1.8 433,158,979 1.8 101.3

使 用 料 及 び
手 数 料

274,323,000 0 274,323,000 1.2 283,412,535 1.2 103.3

国 庫 支 出 金 2,151,595,000 96,645,000 2,248,240,000 9.7 2,104,766,192 8.8 93.6

県 支 出 金 1,101,062,000 0 1,101,062,000 4.7 1,046,381,921 4.4 95.0

財 産 収 入 291,189,000 0 291,189,000 1.3 218,485,565 0.9 75.0

寄 附 金 312,644,000 0 312,644,000 1.3 277,196,981 1.2 88.7

繰 入 金 102,284,000 0 102,284,000 0.4 101,483,102 0.4 99.2

繰 越 金 1,018,093,000 16,954,576 1,035,047,576 4.5 1,060,984,738 4.4 102.5

諸 収 入 1,547,264,000 0 1,547,264,000 6.7 1,553,129,803 6.5 100.4

市 債 1,892,200,000 75,600,000 1,967,800,000 8.5 1,777,300,000 7.4 90.3

　　　　　　　区　分

　款 別

予　　　算　　　現　　　額　　　（Ａ） 調　定　額　（Ｂ）
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　 　　歳　　　入　　　決　　　算　　　表

第　５　表

金　　　額
構
成
比

予算
現額
対比
(C)/(A)

調定
額

対比
(C)/(B)

金　　　額
構
成
比

調定
額

対比
(D)/(B)

金　　　額

（Ｃ）－（Ａ）

予算
現額
対比

{(C)-(A)}/(A)

円 ％ ％ ％ 円 円 ％ ％ 円 ％

23,334,611,821 100.0 100.4 97.8 75,168,696 462,935,535 100.0 1.9 88,377,245 0.4

8,496,328,884 36.4 102.9 94.6 71,024,339 416,112,363 89.9 4.6 243,328,884 2.9

355,260,000 1.5 102.4 100.0 0 0 - - 8,260,000 2.4

12,513,000 0.1 156.4 100.0 0 0 - - 4,513,000 56.4

29,881,000 0.1 106.7 100.0 0 0 - - 1,881,000 6.7

32,451,000 0.2 141.1 100.0 0 0 - - 9,451,000 41.1

1,065,366,000 4.6 105.5 100.0 0 0 - - 55,366,000 5.5

58,057,650 0.2 101.9 100.0 0 0 - - 1,057,650 1.9

91,700,000 0.4 136.9 100.0 0 0 - - 24,700,000 36.9

35,620,000 0.2 101.8 100.0 0 0 - - 620,000 1.8

4,342,329,000 18.6 105.9 100.0 0 0 - - 242,329,000 5.9

9,773,000 0.1 91.6 100.0 0 0 - - △ 896,000 △ 8.4

416,897,741 1.8 97.5 96.2 3,999,980 12,261,258 2.6 2.8 △ 10,814,259 △ 2.5

274,163,557 1.2 99.9 96.7 144,377 9,104,601 2.0 3.2 △ 159,443 △0.1

2,104,766,192 9.0 93.6 100.0 0 0 - - △ 143,473,808 △6.4

1,046,381,921 4.5 95.0 100.0 0 0 - - △ 54,680,079 △ 5.0

196,530,565 0.8 67.5 89.9 0 21,955,000 4.7 10.0 △ 94,658,435 △32.5

277,196,981 1.2 88.7 100.0 0 0 - - △ 35,447,019 △ 11.3

101,483,102 0.4 99.2 100.0 0 0 - - △ 800,898 △ 0.8

1,060,984,738 4.5 102.5 100.0 0 0 - - 25,937,162 2.5

1,549,627,490 6.6 100.1 99.8 0 3,502,313 0.8 0.2 2,363,490 0.1

1,777,300,000 7.6 90.3 100.0 0 0 - - △ 190,500,000 △ 9.7

収入未済額（Ｄ）収　入　済　額　（Ｃ）

不納欠損額

予算現額に対する
決算額の比較
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　　　一　　　般　　　会　　　計　　 款　　　別

金　　　額 構成比

円 円 円 円 ％

合 計 23,057,035,000 189,199,576 0 23,246,234,576 100.0

議 会 費 182,325,000 0 0 182,325,000 0.8

総 務 費 2,746,697,000 4,270,000 2,995,693 2,753,962,693 11.8

民 生 費 7,610,737,000 0 581,000 7,611,318,000 32.7

衛 生 費 1,437,663,000 0 0 1,437,663,000 6.2

労 働 費 90,083,000 0 0 90,083,000 0.4

農 林 水 産 業 費 506,571,000 0 506,571,000 2.2

商 工 費 1,688,171,000 92,140,000 0 1,780,311,000 7.7

土 木 費 2,827,476,000 92,789,576 2,376,000 2,922,641,576 12.6

消 防 費 798,366,000 0 2,624,753 800,990,753 3.4

教 育 費 2,249,813,000 0 6,070,000 2,255,883,000 9.7

災 害 復 旧 費 11,264,000 0 0 11,264,000 0.0

公 債 費 2,849,392,000 0 0 2,849,392,000 12.3

諸 支 出 42,477,000 0 0 42,477,000 0.2

予 備 費 16,000,000 0 △ 14,647,446 1,352,554 0.0

　　　　　　　　区　分

　款　別

予　　　算　　　現　　　額

予算額
継続費及び
繰越事業費
繰 　越　 額

予備費支出
及び

流　用　増　減

計
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　 　　　歳　　出　　決　　算　　表

第　６　表

金　　　額
構
成
比

予算
現額
対比

継続費
逓　 次
繰　 越

繰越明許費
事故

繰越
金　　　額

予算
現額
対比

円 ％ ％ 円 円 円 円 ％

22,336,326,635 100.0 96.1 0 70,075,200 0 839,832,741 3.6

178,966,961 0.8 98.2 0 0 0 3,358,039 1.8

2,613,293,801 11.7 94.9 0 11,372,000 0 129,296,892 4.7

7,318,675,242 32.8 96.2 0 21,400,000 0 271,242,758 3.6

1,367,759,200 6.1 95.1 0 0 0 69,903,800 4.9

86,318,972 0.4 95.8 0 0 0 3,764,028 4.2

446,731,039 2.0 88.2 0 0 0 59,839,961 11.8

1,725,597,129 7.7 96.9 0 0 0 54,713,871 3.1

2,780,150,582 12.5 95.1 0 34,160,400 0 108,330,594 3.7

790,809,381 3.5 98.7 0 0 0 10,181,372 1.3

2,174,395,441 9.7 96.4 0 3,142,800 0 78,344,759 3.5

9,735,980 0.1 86.4 0 0 0 1,528,020 13.6

2,801,415,951 12.5 98.3 0 0 0 47,976,049 1.7

42,476,956 0.2 100.0 0 0 0 44 0.0

0 - 0.00 0 0 0 1,352,554 100.0

支　出　済　額 不　用　額翌　年　度　繰　越　額
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　　特　　　別　　　会　　　計

予算額

継続費及び
繰越事業費
繰 越 財 源
充　 当　 額

計
構
成
比

金　　　額

予算
現額
対比

(B)/(A)

円 円 円 ％ 円 ％

合 計 7,473,135,000 0 7,473,135,000 100.0 7,422,117,993 99.3

国 民 健 康 保 険 6,786,708,000 0 6,786,708,000 90.8 6,709,124,604 98.9

後 期 高 齢 者 医 療 686,427,000 0 686,427,000 9.2 712,993,389 103.9

　　　　　　　　区　分

　会 計 別

予　　　算　　　現　　　額　　　（Ａ） 調　定　額　（Ｂ）
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　 　　歳　　　入　　　決　　　算　　　表

第　７　表

金　　　額

予算
現額
対比
(C)/(A)

調定額
対比
(C)/(B)

金　　　額
調定額
対比
(D)/(B)

金　　　額

（Ｃ）－（Ａ）

予算
現額
対比
{(C)-

(A)}/(A)

円 ％ ％ 円 円 ％ 円 ％

7,285,005,746 100.8 98.2 9,032,137 128,080,110 1.7 △188,129,254 0.8

6,577,001,257 96.9 98.0 9,016,937 123,106,410 1.8 △209,706,743 △3.1

708,004,489 103.1 99.3 15,200 4,973,700 0.7 21,577,489 3.1

収入未済額（Ｄ）収　入　済　額　（Ｃ）

不納欠損額

予算現額に対する
決算額の比較
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　　　特　　　別　　　会　　　計

金　　　額 構成比

円 円 円 ％

合 計 7,473,135,000 0 7,473,135,000 100.0

国 民 健 康 保 険 6,786,708,000 0 6,786,708,000 90.8

後 期 高 齢 者 医 療 686,427,000 0 686,427,000 9.2

　　　　　　　　区　分

　会 計 別

予　　　算　　　現　　　額

予算額
継続費及び
繰越事業費
繰 　越　 額

計
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　 　　　　　歳　　出　　決　　算　　表

第　８　表

金　　　額
予算
現額
対比

継続費
逓　 次
繰　 越

繰越明許費
事故

繰越
金　　　額

予算
現額
対比

円 ％ 円 円 円 円 ％

7,018,601,296 93.9 0 0 0 454,533,704 6.1

6,337,541,207 93.4 0 0 0 449,166,793 6.6

681,060,089 99.2 0 0 0 5,366,911 0.8

支　出　済　額 不　用　額翌　年　度　繰　越　額
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第　　９　　表

２９年度 ２８年度
２９年度

（Ａ）
２８年度

（Ｂ）
２９年度 ２８年度 （Ａ）－（Ｂ） （Ａ）／（Ｂ）

千円 千円 千円 千円 ％ ％ 千円 ％

計 8,983,466 8,803,292 8,496,329 8,348,319 94.6 94.8 148,010 101.8

現 8,570,665 8,418,839 8,439,500 8,287,597 98.5 98.4 151,903 101.8

滞 412,801 384,453 56,829 60,722 13.8 15.8 △ 3,893 93.6

計 3,431,122 3,337,613 3,351,820 3,268,490 97.7 97.9 83,330 102.5

現 3,365,840 3,278,794 3,330,168 3,251,847 98.9 99.2 78,321 102.4

滞 65,282 58,819 21,652 16,643 33.2 28.3 5,009 130.1

計 4,421,528 4,332,851 4,062,969 3,993,716 91.9 92.2 69,253 101.7

現 4,116,165 4,046,156 4,032,903 3,955,125 98.0 97.8 77,778 102.0

滞 305,363 286,695 30,066 38,591 9.8 13.5 △ 8,525 77.9

計 193,436 186,069 189,725 182,667 98.1 98.2 7,058 103.9

現 190,250 183,912 188,452 182,130 99.1 99.0 6,322 103.5

滞 3,186 2,157 1,273 537 40.0 24.9 736 237.1

市 た ば こ 税 現 311,912 327,540 311,912 327,540 100.0 100.0 △ 15,628 95.2

－
5
8
－

市　　税　　前　　年　　度　　比　　較　　表

収入済額前年度対比

市 民 税

固 定 資 産 税

軽 自 動 車 税

　　　　　　　　　　　　区　　分

　項　　目

一 般 会 計 合 計

調　　定　　額 収　入　済　額 徴　収　率



計 73,946 74,880 73,946 74,880 100.0 100.0 △ 934 98.8

現 73,946 74,880 73,946 74,880 100.0 100.0 △ 934 98.8

滞 0 0 0 0 - - 0 -

計 551,521 544,339 505,957 501,026 91.7 92.0 4,931 101.0

現 512,552 507,557 502,120 496,075 98.0 97.7 6,045 101.2

滞 38,969 36,782 3,837 4,951 9.8 13.5 △ 1,114 77.5

計 1,219,231 1,278,882 1,088,477 1,147,940 89.3 89.8 △ 59,463 94.8

現 1,098,583 1,158,122 1,054,521 1,114,050 96.0 96.2 △ 59,529 94.7

滞 120,648 120,760 33,956 33,890 28.1 28.1 66 100.2

－
5
9
－

入 湯 税

都 市 計 画 税

特 別 会 計

国 民 健 康 保 険 税



市　　　　　　　税

　　不　納

国民健康保険税

款 項 目 節 件数 金　額

件 円

現年度課税分 0 0

滞 納 繰 越 分 151 2,154,230

現年度課税分 0 0

滞 納 繰 越 分 15 6,519,400

現年度課税分 52 3,935,707

滞 納 繰 越 分 356 51,193,976

現年度課税分 0 0

滞 納 繰 越 分 39 194,900

現年度課税分 52 492,893

滞 納 繰 越 分 356 6,533,233

1,021 71,024,339

現年度課税分 0 0

滞 納 繰 越 分 570 6,073,257

現年度課税分 0 0

滞 納 繰 越 分 532 1,536,459

現年度課税分 0 0

滞 納 繰 越 分 456 1,231,721

現年度課税分 0 0

滞 納 繰 越 分 16 108,671

現年度課税分 0 0

滞 納 繰 越 分 16 34,529

現年度課税分 0 0

滞 納 繰 越 分 16 32,300

1,606 9,016,937

2,627 80,041,276

科　　　　　　目 不納欠損額

市

税

国

民

健

康

保

険

税

市 民 税

個 人

固 定 資 産 税

軽 自 動 車 税

固 定 資 産 税

軽 自 動 車 税

都 市 計 画 税 都 市 計 画 税

一　　　　　般　　　　　会　　　　　計

一 般 被 保 険 者

退職被保険者等

国　　　　　保　　　　　会　　　　　計

法                    人

介 護 給 付 金

合　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　計

医 療 給 付 費

後期高齢者支援金

介 護 給 付 金

医 療 給 付 費

後期高齢者支援金
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欠　損　処　分　事　由　内　訳　表

第　　１０　　表

件数 金　額 件数 金　額 件数 金　額 件数 金　額

件 円 件 円 件 円 件 円

0 0 0 0 0 0 0 0

69 1,164,186 48 535,850 34 454,194 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 15 6,519,400 0 0 0 0

0 0 52 3,935,707 0 0 0 0

165 3,088,948 93 34,689,403 98 13,415,625 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

22 95,300 5 25,200 12 74,400 0 0

0 0 52 492,893 0 0 0 0

165 394,203 93 4,426,965 98 1,712,065 0 0

421 4,742,637 358 50,625,418 242 15,656,284 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

346 4,464,107 41 428,031 183 1,181,119 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

308 1,040,576 41 134,828 183 361,055 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

289 944,215 41 141,234 126 146,272 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

6 69,803 0 0 10 38,868 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

6 21,279 0 0 10 13,250 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

6 18,918 0 0 10 13,382 0 0

961 6,558,898 123 704,093 522 1,753,946 0 0

1,382 11,301,535 481 51,329,511 764 17,410,230 0 0

滞納処分の執行停止以
外の時効

事　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　由

滞納処分の執行停止
が３年間継続

徴収不納、即時欠損
滞納処分の執行停止
中における時効
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３０監第２１号 

平成 30 年(2018 年)8 月 27 日 

 

 茅野市長 柳 平 千代一  様 

 

茅野市監査委員 樋 口 繁 次 

                      同    両 角 博 一 

                      同    山 岸 正 衛 

  

 

 

   平成２９年度茅野市公営企業会計決算審査意見について（報告） 

 

 

 地方公営企業法第３０条第２項の規定により、審査に付された平成２９年度

茅野市公営企業会計の決算及び付属書類を審査したので、意見を付して報告い

たします。 
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平成２９年度 茅野市公営企業会計決算審査意見書 

 
 
第１ 審  査  対  象 

 平成２９年度茅野市国民健康保険診療所特別会計決算 
 平成２９年度茅野市水道事業会計決算 
 平成２９年度茅野市下水道事業会計決算 
 
 
第２ 審 査 実 施 日 

 平成３０年８月９日 
平成３０年８月１０日 
 
 

第３ 審 査 の 方 法 

 審査にあたっては、決算報告書、損益計算書、貸借対照表、剰余金計算書、剰余金処

分計算書及びその他決算付属書類が法令に準拠して作成され、事業の経営状況及び財政

状況を適正に表示しているか、また、事業は経済性を追求するとともに、公共の福祉を

増進するよう運営されているかを主眼とし、関係者から説明を求め審査を行いました。 
 
 
第４ 審 査 の 結 果 

 審査に付された決算報告書、財務諸表及び決算付属書類は、地方公営企業関係法令に

準拠して作成されており、その計数も誤りもなく、平成２９年度の経営成績及び財政状

況を適正に表示し、事業の経営は法に定められた基本原則に基づいて運営されているも

のと認めました。 
 なお、事業の概要、予算の執行状況、経営成績、財務状況は次に述べるとおりです。 
 



 
 
 
 
 
 
 

茅野市国民健康保険診療所特別会計 
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国民健康保険診療所特別会計 

１ 事業概要 

（１）患者・利用者数の状況 
   平成２９年度の外来患者総数は、リバーサイドクリニック、泉野診療所、北山診療

所を併せて年間延２０,７５５人で、前年度に比べて２８５人の増加となっています。 
患者・利用者数の状況 

                                  （単位：人） 
      年 度 
区 分 

延患者・利用者数 一日平均患者数 
29 年度 28 年度 増 減 29 年度 28 年度 増 減 

ﾘﾊﾞｰｻｲﾄﾞｸﾘﾆｯｸ 外来 17,053 16,891 162 58.2 57.8 0.4
泉 野 診 療 所 外来 358 420 △62 7.2 8.9 △1.7
北 山 診 療 所 外来 3,344 3,159 185 13.7 13.0 0.7
合 計  20,755 20,470 285 - - -

 
２ 決算の概要 

（１）収益的収入及び支出 
  ア 収 入 
    平成２９年度の収入総額は、２１５，９１７千円となり、予算現額に対して１８，

１６７千円（７．８％）の減少となりました。また、前年比５,１０１千円（２．

４％）の増加となっています。 
    医療収益では予算現額に対して１６，２５５千円（７．５％）の減少、医療外収

益では２，３６３千円（１８．３％）の減少、附帯事業収益では４５５千円（１２．

５％）の増加となっています。 
  イ 支 出 
    平成２９年度の診療事業費用は２０７，０２４千円となり、不用額は２７，０６

０千円で執行率８８．４％となりました。また、前年比１３，８５２千円（６．７％）

の増加となっています。 
    医療費用では、２５，３９９千円の不用額で執行率８８．８％、附帯事業費用で

は不用額はなく、執行率１００．０％となっています。 
（２）資本的収入及び支出 
    支出総額５，３８９千円は全て医療機器等購入費であり、国県からの補助金１，

０８０千円と他の会計からの補助金２，１５４千円及び過年度分損益勘定留保資金

２，１５５千円で補てんしています。 
    尚、診療所事業会計の企業債残高は皆無です。 
   



- 65 - 
 

３ 経営状況 

 

  平成２９年度の損益状況は、総収益２１５，９１８千円に対して、診療事業費用は２

０７，０２４千円であり、当期純利益は８，８９４千円となっています。 
  部門別では、医療部門、附帯事業部門で２，８５１千円の損失となり、医療外部門は

１１，７４５千円の利益を計上しています。 
  前年度対比では、診療事業収益の５，１０２千円の増加と診療事業費用は、１３,８

５２千円の増加で、収支差引８，７５０千円となっています。 
 

収益的収入及び支出の状況 
収 入 

項  目 平成２９年度 平成２８年度 比較増減 前年度対比 
 

医 業 収 益

円

199,341,281
円 

191,441,689 
円 

7,899,592 
％

104.1
医 業 外 収 益 12,927,662 16,410,829 △3,483,167 78.8
附帯事業収益 3,648,582 2,963,444 685,138 123.1

合 計 215,917,525 210,815,962 5,101,563 102.4
   

支 出 
項  目 平成２９年度 平成２８年度 比較増減 前年度対比 

 
医 業 費 用

円

201,130,367
円 

189,022,255 
円 

12,108,112 
％

106.4
医 業 外 費 用 1,182,600 1,125,400 92,519 106.4
附帯事業費用 4,710,606 3,023,983 1,686,623 155.8

合 計 207,023,573 193,171,638 13,851,935 107.2
   
 

部 門 別 損 益 表 

区  分 収益（Ａ） 費用（Ｂ） 
損 益 

（Ａ）－（Ｂ） 
損益 (Ａ)
比率 (Ｂ)

 
医 業 部 門

円

199,341,281
円 

201,130,367 
円 

△1,789,086 
％

99.1
医 業 外 部 門 12,927,662 1,182,600 11,745,062 1,093.2
附 帯 事 業 部 門 3,648,582 4,710,606 △1,062,024 77.4

合 計 215,917,525 207,023,573 8,893,952 104.3
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４ 財政状況 

（１）資 産 
   資産総額は３３６，７９８千円となり、前年比較８，４０９千円の増加となりまし

た。 
主因は、現金預金１６,１０３千円の増加によるものです。 

（２）負債及び資本 
   負債・資本総額３３６，７９８千円の内訳は、負債の部では７５，５９６千円とな

り、前年と比較すると、４８５千円減となっています。 
また、資本金は１５０，５２０千円、剰余金は１１０，６８１千円であり、資本の

部合計は、２６１，２０２千円となり、前年比８，８９４千円の増加となっています。 
 
 
５ 未収金 

  未収金の状況は次のとおりです。 
 

区 分 医業未収金 医業外未収金 その他未収金 合  計 
 

２９年度末現在高 
円

30,119,821
円 

1,428,155 
円 

3,175,108 
円

34,723,084
２８年度末現在高 23,818,263 970,520 8,965,775 33,754,558
比 較 増 減 6,301,558 457,635 △5,790,667 968,526

  医業未収金の内容については、診療報酬が２か月遅れで入金となることから未収とな

っています。 
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６ 経営分析等に関する調べ 

  損益に関する比率は次表のとおりです。 
項  目 29 年度 28 年度 増減率 備   考 

総収支比率 
％

104.3
％

109.1
％ 

△4.8 
  総   収   益 

×100 
  総   費   用 

医業収支比率 99.1 101.3 △2.2 
  医  業  収  益 

×100 
  医  業  費  用 

利 益 率 4.4 9.1 △4.7 
  経  常  利  益 

×100 
 医業収益＋附帯事業収益 

給 与 費 率 63.6 43.5 20.1 
 職員給与費（退職給与引当

金含む） ×100 
 医業収益＋附帯事業収益 

 
７ 財務分析に関する調べ 

  財務分析に関する比率は次のとおりです。 
項   目 算出基礎（単位 円） 比率％

自己資金構成比率
自 己 資 本 金 ＋ 剰 余 金（110,681,532） 

×100 
(76.8)

32.9負 債 資 本 合 計（336,798,546） 

固 定 比 率
固 定 資 産（145,181,401） 

×100 
(61.0)
131.2自己資本金＋利益剰余金（110,681,532） 

固 定 資 産 対

長 期 資 本 比 率

固 定 資 産（145,181,401） 
×100 

(54.2)
50.7資本金＋剰余金＋固定負債  （286,546,595） 

流 動 比 率
流 動 資 産（191,617,145） 

×100 
(1010.2)

788.4流 動 負 債（24,304,345） 
※ 比率欄の上段の（  ）内は前年度数値 
 

８ 利益剰余金処分案 

 平成２９年度は、８，８９４千円の純利益を計上したことから、１１０，６８１千円

を翌年度への繰越利益剰余金とする剰余金処分案は適切なものです。 
 
 
 
 
 
 



- 68 - 
 

９ む す び 

 平成２９年度は、３つの診療所の患者数が前年度に比べて、２８５人（１．４％）増

加になっています。医療収益と附帯事業収益の合計は、２０２,９９０千円（前年度比

８，５８５千円で４．４％の増）、医療費用と附帯事業費用の合計は、２０５,８４１千

円（前年度比１３,７９５千円で７．２％の増）になっており、この結果、医療・附帯

事業収支の合計は、２，８５１千円（対前年度比５，２１０千円の減）の損失となって

います。 
 また、総利益は２１５,９１８千円で前年度に比べ５,１０２千円増加、総費用は２０

７,０２４千円で前年度より１３,８５２千円の増になりましたが、収支差引８,８９４千

円の純利益を生じています。 
収益的収支の決算状況は、外来患者の増加一人一日当たりの平均診療額の増等により、

一般会計からの補助額を差し引いても、黒字決算となっていますが、平成３０年度以降

においても、地域住民への安定した医療の提供は、安定した経営基盤があることによっ

て可能であり、収益の確保による経営的な余力が患者へのサービスにつながることから、

医療の質の更なる自助努力により、本業である医療と附帯事業での黒字化を期待します。 
また、茅野市の高齢化率は、さらに高くなると予想されることから、一人暮らしの高

齢者、高齢者だけの世帯は増加傾向にあります。住民要望による在宅医療等の必要性は

さらに高まっていくと思われますが、昨年度より医師が増えたことにより、診療体制も

徐々に安定してきていることから、今後も、病院との機能分担や連携を行い、訪問等地

域と触れ合う医療で、地域に信頼される診療所となるよう期待いたします。 



貸　方　（収益）

金額

（Ａ）－（Ｂ）

円 ％ 円 ％ 円 ％

１　医業収益 199,341,281 92.3 191,441,689 90.8 7,899,592 104.1

　　外来収益 168,943,991 78.2 162,273,052 77.0 6,670,939 104.1

　　その他医業収益 30,397,290 14.1 29,168,637 13.8 1,228,653 104.2

２　医業外収益 12,927,662 6.0 16,410,829 7.8 △ 3,483,167 78.8

　　受取利息配当金 310,605 0.1 971,998 0.5 △ 661,393 32.0

　　他会計補助金 7,016,000 3.3 10,587,000 5.0 △ 3,571,000 66.3

　　長期前受金戻入 4,721,909 2.2 4,185,337 2.0 △1,793,114 112.8

　　その他医業外収益 879,148 0.4 666,494 0.3 212,654 131.9

３　附帯事業収益 3,648,582 1.7 2,963,444 1.4 685,138 123.1

　　介護保険事業収益 3,648,582 1.7 2,963,444 1.4 685,138 123.1

4　特別収益 0 0.0 0 0.0 0 －

　　その他特別収益 0 0.0 0 0.0 0 －

診療事業収益 215,917,525 100.0 210,815,962 100.0 5,101,563 102.4

借　方　（費用）

金額

（Ａ）－（Ｂ）
円 ％ 円 ％ 円 ％

１　医業費用 201,130,367 97.1 189,022,255 97.8 12,108,112 106.4

　　給 与 費 103,815,755 50.1 84,593,392 43.8 19,222,363 122.7

　　材 料 費 19,498,217 9.4 19,885,615 10.3 △ 387,398 98.1

　　経　　費 62,419,749 30.1 66,670,233 34.5 △ 4,250,484 93.6

　　減価償却費 14,029,234 7.0 16,975,230 8.8 △ 2,945,996 82.6

　　資産減耗費 12,338 0.0 0 0.0 12,338 0.0

　　研究研修費 1,355,074 0.6 897,785 0.4 457,289 150.9

２　医業外費用 1,182,600 0.6 1,125,400 0.6 57,200 105.1

　　リース資産利息
　　地方消費税

0 0 0 0 0 0.0

　　消費税及び
　　地方消費税

1,182,600 0.6 1,125,400 0.6 57,200 105.1

３　附帯事業費用 4,710,606 2.3 3,023,983 1.6 1,686,623 155.8

　　給 与 費 4,449,382 2,758,368 1.5 1,691,014 161.3

　　経　　費 261,224 265,615 0.1 △ 4,391 98.3

4　特別損失 0 0 0 0 0 　　　　　　－

診療事業費用 207,023,573 100.0 193,171,638 100.0 13,851,935 107.2

比較損益計算書

　　　　　　　　　　区分

科目

２９年度 ２８年度 比較増減

金額（Ａ） 構成比 金額（Ｂ） 構成比 （Ａ）／（Ｂ）

　　　　　　　　　　区分

科目

２９年度 ２８年度 比較増減

金額（Ａ） 構成比 金額（Ｂ） 構成比 （Ａ）／（Ｂ）
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水 道 事 業 会 計 

１ 事業の概要 

（１）建設改良事業の状況 
    当年度の配水管等の施設工事及び布設替工事は、水道単独事業と道路改良事業よ

り次のとおり実施しました。 
    ・水道単独事業 １，８９６.７ｍ  
    ・道路改良事業 ２，１５６.３ｍ   合計      ４，１９７.６ｍ 
    ・下水道事業    １４４.６ｍ 
 （２）業務状況 
    当年度の業務状況は次表のとおりです。 
  

区  分 ２９年度 ２８年度 比較増減 前年度対比 
給水区域内人口（人） 55,886 55,981 △95 99.8
現在給水人口（人） 53,926 54,035 △109 99.8
普 及 率  （％） 99.9 99.9 0 100.0
給水戸数   （戸） 22,810 22,538 272 101.2
一日平均配水量（ /日) 25,047 25,056 △9 99.9
年間総配水量 （ ） 9,142,155 9,145,435 △3,280 99.9
年間総有収水量（ ） 7,189,226 7,191,626 △2,400 99.9
有 収 率  （％） 78.6 78.6 0 100.0
職 員 数  （人） 18 18 0 100.0

  ① 当年度の給水人口は５３，９２６人で、前年度と比較して１０９人（０．２％）の

減少となっています。 
  ② 当年度の給水戸数は２２，８１０戸で、前年度と比較して２７２戸（１．２％）の

増加となっています。 
  ③ 当年度の年間総配水量は９，１４２，１５５ で、前年度と比較して３，２８０ 

（０．０４％）減少しています。 
  ④ 当年度の年間総有収水量は７，１８９，２２６ で、前年度と比較して２，４００

 （０．０４％）減少しています。 
  ⑤ 当年度の有収率は７８．６％で、前年度と同様となっています。 
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２ 予算の執行状況 

 （１）収益的収入及び支出（消費税含む） 
    当年度の予算の執行状況は次の表のとおりです。 
 
 収益的収入                           （単位 円：％） 

    区分 
 
科目 

予 算 額 決 算 額 予 算 額 に 
比べ決算額 
の 増 減 

決算額の

予算額に

対する比
金 額 

構成 
比率 金 額 

構成 
比率 

水道事業収益 1,389,389,000 100.0 1,358,240,158 100.0 △31,152,842 97.8
 営業収益 1,230,574,000 88.6 1,199,429,966 88.3 △31,144,034 97.5
 営業外収益 158,819,000 11.4 158,810,192 11.7 △8,808 100.0
 特別収益 0 － 0 － 0 －

 
 収益的支出                           （単位 円：％） 

    区分 
 
科目 

予 算 額 決 算 額 
不 用 額 

決算額の

予算額に

対する比
金 額 

構成 
比率 

金 額 
構成 
比率 

水道事業費用 1,192,498,000 100.0 1,040,278,437 100.0 152,219,563 87.2
 営業費用 1,139,856,000 95.6 1,022,251,549 98.3 117,604,451 89.7
 営業外費用 49,142,000 4.1 18,026,888 1.7 31,115,112 89.7
 特別損失 0 － 0 － 0 －

 予備費 3,500,000 0.3 0 － 3,500,000 －

      
水道事業収益は、予算額に対して３１，１５２，８４２円の減少となっているが、

これは主に営業収益の減少によるものです。 
     水道事業費用は、予算額に対して１５２，２１９，５６３円の不用額を生じて

いるが、これは主に営業費用の減少によるものです。 
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 （２）資本的収入及び支出（消費税を含む） 
    当年度の予算の執行状況は次表のとおりです。 
 
資本的収入                           （単位 円：％） 
    区分 
 
科目 

予 算 額 決 算 額 予 算 額 に 
比べ決算額 
の 増 減 

決算額の

予算額に

対する比
金 額 

構成 
比率 

金 額 
構成 
比率 

資本的収入 719,913,000 100.0 171,793,119 100.0 △548,119,881 23.9
 分 担 金 44,280,000 6.2 27,691,200 16.1 △16,588,800 62.5
 負 担 金 
 企 業 債 
  国庫補助金 

11,740,000
600,000,000
29,925,000

1.6
83.3
4.2

10,136,719 
100,000,000 

0 

5.9 
58.2 
－ 

1,603,281
△500,000,000
△29,925,000

86.3
16.7
－

寄 附 金 3,000 0.0 0 － △3,000 －

他会計貸付 
償還元金 

33,965,000 4.7 33,965,200 19.8 200 100.0

固定資産 
 売却代金 

0 － 0 0 0 －

 
資本的支出                           （単位 円：％） 
    区分 
 
科目 

予 算 額 決 算 額 
翌 年 度 
繰 越 額 

不 用 額 

決算額の

予算額に

対する比
金 額 

構成 
比率 

金 額 
構成 
比率 

資本的支出 1,466,456,800 100.0 915,714,143 100.0 13,878,000 536,864,657 62.4

 建設改良費 1,391,019,800 94.9 840,279,253 91.8 18,878,000 536,862,547 60.4
 企業債償還金 75,437,000 5.1 75,434,890 8.2 0 2,110 100.0

 
資本的収入は、予算額に対して５４８，１１９，８８１円の減少となっていますが、

これは主に分担金、企業債の減少によるものです。 
資本的支出は、予算に対して５３６，８６４，６５７円の不用額を生じているが、これ

は主に建設改良費の減少によるものです。 
資本的収入額が資本的支出額に不足する額７４３，９２１，０２４円は、損益勘定留保資

金４６９，０９９，７２４円、建設改良積立金１５０,０００,０００円、減債積立金６７,５
１０,０００円及び消費税資本的収支調整額等５７,３１１,３００円で補てんしています。 
たな卸資産購入限度額の執行額は、８６,４２１,０００円で、これに伴う仮払い消費税額

は６,４０１,５５６円である。 



- 73 - 
 

 ３ 経営成績（消費税抜） 

  当年度における総収益は１，２７１，２８５，３３０円で、前年度に比較して４０，

５５２，７９１円（３．１％）の減少となっています。 
  一方、総費用は１，０１７，０３６，４６５円で、前年度に比較して１９，１７１,

０１３円（１．９％）の増加となっています。 
  この結果、当年度末の純利益は２５４，２４８，８６５円となり、前年度に比較して

５９，７２３，８０４円（１９．０％）の減少となっています。当年度未処分利益剰余

金４７１，７５８，８６５円は、建設改良積立金に１１３，６９７，５５３円処分予定

であり、３５８，０６１，３１２円は資本金への組入れの予定となっています。 
  総収益及び総費用の推移は次表のとおりです。 
                                （単位 円：％） 

区分 
 
年度 

総収益（Ａ） 総費用（Ｂ） 純利益（Ａ）－（Ｂ） 総収益の

総費用に

対する比 金 額 
前年度

対 比
金 額 

前年度 
対 比 

金 額 
前年度

対 比

２５ 1,197,181,625 101.2 1,074,866,191 112.0 122,315,434 54.6 111.4

２６ 1,375,684,633 114.9 992,902,467 92.4 382,782,166 312.9 138.6
２７ 1,349,986,329 98.1 998,224,695 100.5 351,761,634 91.9 135.2

２８ 1,311,838,121 97.2 997,865,452 100.0 313,972,669 89.3 131.5
２９ 1,271,285,330 96.9 1,017,036,465 101.9 254,248,865 81.0 125.0

（１）収 益 
  ① 営業収益は１，１１２，５２１，０４５円で、主なものは給水収益１，０９４，

８２３，８３８円です。前年度に比較して、２１，２３９，９０３円（１．９％）

の減少となっています。これは主に、給水収益、受託工事収益の減少によるもので

す。給水収益の推移は次表のとおりです。 
                               （単位 円：％） 

区分 
年度 

調定額 
前年度 
対 比 

指数 収入済額 収納率 

２３ 1,110,163,160 100.0 100.0 1,001,367,170 90.2

２４ 1,118,971,936 100.8 100.8 1,013,788,574 90.6
２５ 1,135,515,843 101,5 102.3 1,029,912,870 90.7
２６ 1,176,915,737 103.6 106.0 1,061,577,995 90.2
２７ 1,142,558,558 97.1 102.9 1,034,015,495 90.5
２８ 1,115,225,910 97.6 100.4 1,011,509,900 90.7
２９ 1,094,823,838 98.2 98.6 990,815,573 90.5

                          指数は２３年度を１００とした 
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    なお、平成３０年５月３１日における平成２９年度の収納率は９８．４３％と

なっています。 
 
  ② 営業外収益は１５８，７６４，２８５円で、主なものは、預金利息８，３５３，

５９６円、他会計補助金８，２７４，０００円、長期前受金戻入１４０，５５１，

３１２円です。 
    前年度に比較して１８，４８７，１６３円（１０．４％）の減少となっています。 
（２）費 用 
  ① 営業費用は１,０００,４１９，３１０円で、主なものは減価償却費４４６，６０

３,５２７円、配水及び給水費２３５，３４７，８８７円、原水及び浄水費１１６，

９３８，０８３円等です。前年度に比較して２３，４７６,１３２円（２．４％）

の増加となっています。 
  ② 営業外費用は１６，６１７，１５５円で、内容は支払利息１２，８６６，６５６

円、雑支出３，７５０，４９９円です。前年度に比較して４，３０５，１１９円（２

０．６％）の減少となっています。 
  ③ 特別損失はありません。 
 
   費用を性質別に区分すると次表のとおりです。 
                                （単位 円：％） 

項目 
２９年度 ２８年度 

比較増減 
前年度

対 比金 額 
構成 
比率 

金 額 
構成 
比率 

職 員 給 与 費 160,626,019 15.8 160,382,494 16.1 243,525 100.2
備・消耗品費 2,757,238 0.3 2,904,329 0.3 △147,091 94.9
通 信 運 搬 費 11,521,265 1.1 10,308,938 1.0 1,212,327 111.8
委 託 料 99,666,800 9.8 92,485,639 9.3 7,181,161 107.8
賃 借 料 11,794,237 1.2 11,721,408 1.2 72,829 100.6
修 繕 費 25,094,141 2.5 18,795,594 1.9 6,298,547 133.5
路 面 復 旧 費 1,962,540 0.2 2,739,600 0.3 △777,060 71.6
工 事 請 負 費 54,185,765 5.3 49,698,639 5.0 4,487,126 109.0
動 力 費 51,736,001 5.1 48,057,616 4.8 3,678,385 107.7
薬 品 費 2,317,900 0.2 2,613,650 0.2 △295,750 88.7
材 料 費 80,742,039 7.9 80,404,354 8.0 337,685 100.4
負 担 金 28,898,180 2.8 28,041,174 2.8 857,006 103.1
減 価 償 却 費 446,603,527 43.9 445,121,260 44.6 1,482,267 100.3
固定資産除却費 13,806,734 1.4 10,251,014 1.0 3,555,720 134.7
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企 業 債 利 息 12,866,656 1.3 14,768,409 1.5 △1,901,753 87.1
その他物件費 12,457,423 1.2 13,817,168 1.4 △1,359,745 90.2
特 別 損 失 0 0.0 0 0.0 0 0.0
貸 倒 引 当 金 0 0.0 5,754,166 0.6 △5,754,166 0.0
合 計 1,017,036,465 100.0 997,865,452 100.0 19,171,013 101.9

    費用の性質別構成比を見ると、前年度と同じく減価償却費の４３．９％が最も

高く、次いで職員給与費１５．８％、委託料９．８％の順になっています。 
    また、前年度に比較して、主に、固定資産除去費、修繕費、通信運搬費が増加し、

路面復旧費、企業債利息、薬品費等が減少しています。 
 
    職員の労働生産性の推移は次表のとおりです。 

            年度 
区分 

２９年度 ２８年度 ２７年度 
全国平均 
（28 年度）

職員１人当たりの給水人口 （人） 2,996 3,002 3,000 4,024
職員１人当たりの給水量  （ ） 399,401 399,535 413,921 443,823
職員１人当たりの営業収益（千円） 61,807 62,987 65,067 79,222
損益勘定職員数      （人） 13 12 13 8

（注） 全国平均とは、平成２８年度地方公営企業年鑑の地方公営企業法適用都市のう

ち給水人口５万人以上１０万人未満の都市の全国平均をいいます。（以下同じ） 
    前年度より、職員１人当たりの給水量は減少し、職員１人当たりの営業収益も

減少しています。 
（３）損益に関する比率 
   損益に関する比率の推移は次表のとおりです。 

区  分 算   式 29 年度 28 年度 27 年度 全国平均

総資本利益率
当 年 度 純 利 益  

×100 1.6 2.0 2.3 1.2
平 均 総 資 本 

総収支比率
総 収 益 

×100 125.0 131.5 135.2 113.5
総 費 用 

営業収支比率
営業収益－受託工事収益 

×100 109.9 114.7 118.4 104.7
営業費用－受託工事費用 

① 総資本利益率は１．６％で、前年度に比較して０．４ポイント低下していますこ

の比率は、企業の収益性を示すもので、指数が高いほどよいとされています。 
② 総収支比率は１２５．０％で、前年度に比較し６．５ポイント低下しています。 
③ 営業収支比率は１０９．９％で、前年度に比較し４．８ポイント低下しています。 
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（４）有 収 率 
   有収率の推移は次表のとおりです。 
                                 （単位：％） 

区  分 ２９年度 ２８年度 ２７年度 ２６年度 ２５年度 
茅 野 市 78.6 78.6 78.6 78.6 78.6
全国平均 － 88.2 88.1 88.1 88.1

 
（注）有収率＝

年間有収水量 
年間総排水量 

   有収率は７８．６％で、前年と同様となっています。この比率は、料金として徴収

される水量の割合を表すもので、高いほどよいとされています。 
 
（５）供給単価と給水原価 
   供給単価と給水原価の推移は次表のとおりです。 

       年度 
区分 

２９年度 ２８年度 ２７年度 

 
１ 当たり供給単価 

円銭 
152.29 

円銭 
155.07 

円銭

153.35
１ 当たり給水原価 120.08 117.68 131.03

人 件 費 22.34 22.30 21.40
資 本 費 63.91 63.95 60.84
そ の 他 の 経 費 33.81 31.43 48.79
１ 当たり販売利益 32.21 37.39 21.99

（注） １ 供給単価＝ 
給水収益  

年間総有収水量 

    ２ 給水原価＝ 
経常費用－（受託工事費＋材料売却原価+附
帯事業費）－長期前受金戻入 

 

年間総有収水量 

    ３ 資 本 費＝ 
減価償却費等＋企業債利息  

年間総有収水量 

   有収水量１ 当たりの供給単価は１５２円２９銭、これに対する給水原価は１２

０円８銭で、３２円２１銭の販売利益となっています。前年度に比較して、供給単価

は２円７８銭の減少、給水原価は２円４０銭の増加、販売利益は５円１８銭の減少

となっています。 
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（６）施設の利用状況 
   施設の利用状況は次表のとおりです。 
 

          年度 
区分 

２９年度 ２８年度 ２７年度 
全国平均 

（２８年度）

１日最大配水量（ ） Ａ 32,386 31,606 35,061 －

１日平均配水量（ ） Ｂ 25,047 25,056 25,922 －

１日配水能力（ ）  Ｃ 37,500 41,300 41,300 －

施設利用率（％） Ｂ／Ｃ 66.8 60.7 62.8 59.1
負荷率（％）   Ｂ／Ａ 77.3 79.3 73.9 86.4
最大稼働率（％） Ａ／Ｃ 86.4 76.5 84.9 68.4

①  施設利用率が６６．８％で、前年度に比較して６．１ポイント上昇しています。

この比率は、配水施設が有効に利用されているかを判断するものです。 
②  最大稼働率は８６．４％で、前年度と比較して９．９ポイント上昇しています。 

 
４ 財政状況 

（１）資 産 
   前年度末における資産の総額は、１６,２０３,６４６,８０６円で、前年度に比較し

て１６０,６２３,００８円の増加となっています。 
①  固定資産は１２,８００,２６５,６５４円で、有形固定資産１２,４１１,４７３,

９０３円及び無形固定資産１８５，０００，５５１円です。また、長期貸付金で

ある投資が２０３，７９１，２００円となっています。前年度に比較して３３，

９６５，２００円（１４．３％）の減少となっています。 
②  流動資産は３，４０３，３８１，１５２円で、現金預金３，１７６，５７６，

８８３円、未収金２１１，５３２，２４５円、貯蔵品１４，４３２，５０２円、

前払金５，５７５，１９０円です。前年度に比較して１３２，１４８，６４５円

（３．７％）の減少となっています。これは主に現金預金の減少です。 
      未収金の内訳は次表のとおりです。 
                                 （単位：円） 
    

区分 
年度 

水道料金 
受託工事

収益 
負担金 その他 計 

当年度分 111,947,810 0 108,000 22,369,778 134,425,588
過年度分 77,095,695 0 0 10,962 77,106,657

計 189,043,505 0 108,000 22,380,740 211,532,245
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なお、未収金２１１，５３２，２４５円は、平成３０年５月３１日までに９４，９２４，

９１０円が収納され、残額は１１６，６０７，３３５円となっています。このうち水道料

金の未収額は９４，６９３，３２１円で、前年同期１００,８６６,８８０円と比較して６，

１７３,５５９円（６．１％）の減となっています。 
 水道料金の当年度不納欠損処分額は１１，５０７，１３９円であり、前年度２，４９

０，１４０円と比較して９，０１６，９９９円（３６２．１％）の増となっています。 
 
 
 
（２）負債及び資本 
   当年度末における負債及び資本の合計は１６，２０３，６４６，８０６円で、負債

が４，６７２，１２３，５７９円、資本が１１，５３１，５２３，２２７円となって

います。 
① 固定負債１，０６１，８５５，７５６円は、引当金３０５，６１５，３４１円、

建設改良費等の財源に充てるための企業債の７５６，２４０，４１５円となって

います。 
 

② 流動負債は２０４，１７５，８７１円で、建設改良費等の財源に充てるための企

業債７７，４０６，６１４円、未払金６９，９７９，９７６円、前受金４，０６

０，０００円、引当金４４，９６８，４０１円、その他流動負債は７，７６０，

８８０円となっています。前年度に比較して５３，１２１，５１１円（２０．６％）

の減少となっています。これは主に、未払金、引当金、その他の流動負債の減少

によるものです。 
 

③ 資本金は、自己資本金９，４１６，１２８，３６０円です。前年度に比較して３

１０，４２３，６３１円（３．４％）の増加となっています。 
 

④ 剰余金は利益剰余金が、２，１１５，３９４，８６７円で、減債積立金が７０２，

９６１，９６２円、道路改良積立金が９４０，６７４，０４０円、当年度未処分

利益剰余金が４７１，７５８，８６５円です。前年度に比較して５６，１７４，

７６６円（２．６％）の減少となっていますが、これは、主に減債積立金の減少

によるものです。 
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（３）財務比率 
   財務比率の推移は次表のとおりです。 

（単位 ％） 
区 分 算    式 29 年度 28 年度 27 年度 全国平均

自 己 資 本  
構 成 比 率  

自己資本 
×100 71.2 70.3 69.6 70.2

総 資 本  

固 定 比 率
固定資産 

×100 111.0 110.9 113.7 123.7
自己資本 

固定資産対  
長期資本比率

固定資産 
×100 101.6 101.9 103.8 90.1

資本金＋剰余金＋固定負債 

流 動 比 率
流動資産 

×100 1,666.9 1,374.1 1,844.2 357.8
流動負債 

当 座 比 率 
現金預金＋未収金 

×100 1,659.4 1,372.3 1,843.3 344.1
流動負債 

 全国平均は、平成２８年度給水人口５万人以上１０万人未満都市の全国平均です。 
  ① 自己資本構成比率は７１．２％で、前年度に比較して０．９ポイント上昇してい

ます。この比率は、大きいほど経営の安全性が高いとされています。 
② 固定比率は１１１．０％で前年度と比較して０．１ポイント上昇しています。こ

の比率は１００%以下が望ましいとされているが、公営企業のような膨大な設備

の取得を企業債に依存する企業では必然的にこの比率は大となります。 
  ③ 固定資産対長期資本比率は１０１．６％で、前年度と比較して０．３ポイント低

下しています。この比率は、固定資産の調達が資本金、剰余金及び固定負債の範囲

で行われているかどうかを示すもので、１００％以下であることが理想とされて

います。 
  ④ 流動比率は１，６６６．９％、で、前年度に比較して２９２．８ポイント、当座

比率は、１，６５９．４％で、２８７．１ポイントそれぞれ上昇しています。この

比率は、企業の支払能力を示すものであり、流動比率は２００％以上、当座比率は

１００％以上が理想とされている。 
 
 
５ むすび 

  当年度は、有収水量が前年度に比較して 0.03％減少しており、これによって給水収

益が１．８％減少しています。当年度の純利益は前年度に比較して５９，７２３千円の

減少となりました。水道事業会計は、健全な経営状況となっていますが、固定負債と流

動負債に企業債として８３３，６４７千円の残高があります。将来に負担を残さない

ためにも利率の高い借入から繰上げ償還されることをお薦めします。 
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次に、安定した水道水の供給として、経年劣化した水道施設の更新として、石綿管の

計画的な更新、老朽化が進んでいる配水池の優先度に沿った計画的な更新、 給水管の

共用管の廃止及びポリエチレン管への更新を掲げています。当年度の有収率は、前年

度と同様の７８．６％となっており、今後とも計画的な老朽管の調査と布設替の実施

等による配水管の整備を進め、一層の有収率向上を図られることが望まれます。 
  当年度の供給単価は１ 当たり１５２円２９銭（前年度１５５円７銭）、給水原価は

１ 当たり１２０円８銭（前年度１１７円６８銭）となっており、供給単価から給水原

価を差し引いた１ 当たり販売利益は３２円２１銭（前年度３７円３９銭）となって

います。 
  水道料金の未収入額は１８９，０４４千円で、そのなかには過年度分７７，０９６千

円があります。水道料金の収納率は現年度分が９０．５％、過年度分が５７．６％で、

全体としては８６．１％となっています。未収金の解消については、より一層、滞納整

理体制を強化して早期徴収に努力されるよう要望します。未収額の不納欠損処分につ

いては消滅時効の成立によるものや債権放棄による欠損処分額１１，５０７千円もあ

りますが、欠損処分については税務課との連携による対応によって法的な過程につい

て明確にしておくよう要望します。 
  水は有限の資源であり、将来の水需要への対応と気象異常時の対策として、水資源

の確保が必須の課題となっています。さらに漏水対策については早期の発見と、漏水

による水道料金の減免分の増加に歯止めをかけることについても配慮いただくよう要

望します。 
  市民への、上下水道についての理解を深めてもらうため、広報等を通して事業の積

極的にＰＲに努められるよう希望します。 
  特に近年の稀に見る災害等が、日本の各地で多発しています。施設や配水管の耐震

化を図られるとともに、長期的な視野に立った施設等の整備を積極的に進められるよ

う要望するともに、技術者の育成と強化や、人員の適正な配置により、今後とも、効率

的な事業運営を進められるとともに、安全でおいしい水の安定した供給に努められ、

水道事業の公共的な使命を果たされるよう望むものです。 
 



　　　水　 道　 事　 業　 会　　計

金　　額
構成
比率

金　　額
構成
比率

円 ％ 円 ％ 円 ％ ％ ％

1,112,521,045 87.5 1,133,760,948 86.4 △ 21,239,903 98.1 95.0 96.8

給 水 収 益 1,094,823,838 86.1 1,115,225,910 85.0 △ 20,402,072 98.2 95.8 97.6

受託工事収益 13,360,219 1.1 13,819,140 1.1 △ 458,921 96.7 58.9 60.9

その他営業収益 4,336,988 0.3 4,715,898 0.4 △ 378,910 92.0 72.5 60.9

158,764,285 12.5 177,251,448 13.5 △ 18,487,163 89.6 88.8 99.1

受 取 利 息 8,353,596 0.7 29,787,228 2.3 △ 21,433,632 28.0 59.5 212.2

他会計補助金 8,274,000 0.7 8,244,000 0.6 30,000 100.4 100.5 100.1

長期前受金戻入 140,551,312 11.1 138,120,553 10.5 2,430,759 101.8 - - 

雑 収 益 1,585,377 0.1 1,099,667 0.1 485,710 144.2 10.7 7.4

0 0.0 825725 0.1 △ 825,725 0.0 0.0 0.0

1,271,285,330 100.0 1,311,838,121 100.0 △ 40,552,791 96.9 94.2 97.2

すう勢比率

２９年度 ２８年度

合 計

平成２９年度 平成２８年度
比較増減

前年度
対　 比

　　　　　　　　区　分

　科　目

収　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　益

営 業 収 益

営 業 外 収 益

特 別 利 益
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比　　較　　損　　益　　計　　算　　書

金　　額
構成
比率

金　　額
構成
比率

円 ％ 円 ％ 円 ％ ％ ％

1,000,419,310 98.4 976,943,178 97.9 23,476,132 102.4 102.5 100.1

原水及び浄水費 116,938,083 11.5 105,905,210 10.6 11,032,873 110.4 93.6 84.7

配水及び給水費 235,347,887 23.1 224,766,673 22.5 10,581,214 104.7 119.0 113.6

受 託 工 事 費 435,600 0.0 762,584 0.1 △ 326,984 57.1 7.9 13.9

業 務 費 79,222,277 7.8 74,784,133 ＿ ＿ ＿ ＿ ＿

総 係 費 108,065,202 10.6 115,283,294 11.6 △ 7,218,092 93.7 89.5 95.5

減 価 償 却 費 446,603,527 43.9 445,121,260 44.6 1,482,267 100.3 102.3 102.0

資 産 減 耗 費 13,806,734 1.4 10,251,014 1.0 3,555,720 134.7 87.9 65.3

その他営業費用 0 0.0 69,010 0.0 △ 69,010 0.0 0.0 5.1

16,617,155 1.6 20,922,274 2.1 △ 4,305,119 79.4 74.4 93.7

支 払 利 息 12,866,656 1.3 14,768,409 1.5 △ 1,901,753 87.1 76.2 87.5

雑 支 出 3,750,499 0.4 6,153,865 0.6 △ 2,403,366 60.9 68.9 113.1

0 0.0 0 0.0 0 0.0 0.0 0.0

小 計 1,017,036,465 100.0 997,865,452 100.0 19,171,013 101.9 101.9 100.0

254,248,865 － 313,972,669 － △ 59,723,804 81.0 72.3 89.3

1,271,285,330 － 1,311,838,121 － △ 40,552,791 96.9 94.2 97.2

（注）すう勢比率は、平成２７年度を１００とした。

営 業 費 用

営 業 外 費 用

合 計

特 別 損 失

当 年 度 純 利 益

　　　　　　　　区　分

　科　目

費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　用

平成２９年度 平成２８年度
比較増減

前年度
対　 比

すう勢比率

２９年
度

２８年
度
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　　　水　 道　 事　 業　 会　　計

金　　額
構成
比率

金　　額
構成
比率

円 ％ 円 ％ 円 ％ ％ ％

12,800,265,654 79.0 12,507,494,001 78.0 292,771,653 102.3 102.7 100.4

有形固定資産 12,411,473,903 76.6 12,079,736,501 75.3 331,737,402 102.7 103.5 100.7

土 地 429,663,897 2.7 429,663,897 2.7 0 100.0 111.5 111.5

建 物 9,114,146 0.1 9,492,216 0.1 △ 378,070 96.0 90.7 94.5

構 築 物 11,146,765,066 68.8 11,145,113,297 69.5 1,651,769 100.0 100.1 100.1

機械及び装置 426,623,500 2.6 430,561,410 2.7 △ 3,937,910 99.1 94.1 95.0

車輛及び運搬具 4,754,775 0.0 8,444,540 0.1 △ 3,689,765 56.3 48.2 85.6

工具器具及び備品 9,228,443 0.1 4,221,141 0.0 5,007,302 218.6 185.2 84.7

建 設 仮 勘 定 385,324,076 2.4 52,240,000 0.3 333,084,076 0.0 0.0 0.0

無形固定資産 185,000,551 1.1 190,001,100 1.2 △ 5,000,549 97.4 94.6 97.2

施 設 利 用 権 185,000,551 1.1 190,001,100 1.2 △ 5,000,549 97.4 94.6 97.2

投 資 203,791,200 1.3 237,756,400 1.5 △ 33,965,200 85.7 74.6 87.1

長 期 貸 付 金 203,791,200 1.3 237,756,400 1.5 △ 33,965,200 85.7 74.6 87.1

3,403,381,152 21.0 3,535,529,797 22.0 △ 132,148,645 96.3 103.4 107.4

現 金 預 金 3,176,576,883 19.6 3,306,877,812 20.6 △ 130,300,929 96.1 102.9 107.2

未 収 金 206,796,577 1.3 207,402,623 1.3 △ 606,046 99.7 107.9 108.2

貯 蔵 品 14,432,502 0.1 14,174,172 0.1 258,330 101.8 98.3 96.5

前 払 金 5,575,190 0.0 7,075,190 0.0 △ 1,500,000 78.8 9,321.5 11,829.4

16,203,646,806 100.0 16,043,023,798 100.0 160,623,008 101.0 102.8 101.8

すう勢比率

２９年度 ２８年度

合 計

平成２９年度 平成２８年度
比較増減

前年度
対　 比

　　　　　　　　区　分

　科　目

借　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　方

固 定 資 産

流 動 資 産
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比　　較　　貸　　借　　対　　照　　表

金　　額
構成
比率

金　　額
構成
比率

円 ％ 円 ％ 円 ％ ％ ％

1,061,855,756 6.6 1,000,617,370 6.2 61,238,386 106.1 101.4 95.5

企 業 債 756,240,415 4.7 733,647,029 4.6 22,593,386 103.1 ＿ ＿

引 当 金 305,615,341 1.9 266,970,341 1.7 38,645,000 114.5 128.1 111.9

204,175,871 1.3 257,297,382 1.6 △ 53,121,511 79.4 114.4 144.1

企 業 債 77,406,614 0.5 75,434,890 0.5 1,971,724 102.6 ＿ ＿

未 払 金 69,979,976 0.4 95,199,533 0.6 △ 25,219,557 73.5 181.1 246.4

前 受 金 4,060,000 0.0 4,207,452 0.0 △ 147,452 96.5 92.8 96.1

引 当 金 44,968,401 0.3 60,809,401 0.4 △ 15,841,000 73.9 ＿ ＿

その他流動負債 7,760,880 0.0 21,646,106 0.1 △ 13,885,226 35.9 △170.0 △474.2

繰 延 収 益 3,406,091,952 21.0 3,507,834,684 21.9 △ 101,742,732 97.1 ＿ ＿

長 期 前 受 金 6,513,671,716 40.2 6,492,880,606 40.5 20,791,110 100.3 ＿ ＿
収 益 化 累 計 額 △ 3,107,579,764 △19.2 △ 2,985,045,922 △１８．6 △ 122,533,842 104.1 ＿ ＿

（ 負 債 合 計 ） 4,672,123,579 28.8 4,765,749,436 29.7 △ 93,625,857 98.0 97.5 99.4

9,416,128,360 58.1 9,105,704,729 56.8 310,423,631 103.4 107.7 104.2

2,115,394,867 13.1 2,171,569,633 13.5 △ 56,174,766 97.4 95.3 97.8

減 債 積 立 金 702,961,962 4.3 770,471,962 4.8 △ 67,510,000 91.2 84.1 92.1

建設改良積立金 940,674,040 5.8 914,821,924 5.7 25,852,116 102.8 116.0 112.8

当年度未処分
利益剰余金

（ 資 本 合 計 ） 11,531,523,227 71.2 11,277,274,362 70.3 254,248,865 102.3 105.2 102.9

16,203,646,806 100.0 16,043,023,798 100.0 160,623,008 101.0 102.8 101.8

（注）すう勢比率は、平成２７年度を１００とした。

固 定 負 債

合 計

流 動 負 債

資 本 金

剰 余 金

　　　　　　　　区　分

　科　目

貸　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　方

平成２９年度 平成２８年度
比較増減

前年度
対　 比

すう勢比率

29年度 28年度

84.82.9471,758,865 486,275,747 3.0 △ 14,516,882 97.0 82.3
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　水　　道　　事　　業

平成29年度 平成28年度

人 53,926 54,035

戸 22,810 22,538

１３ｍｍ 個 26,847 26,608

２０ｍｍ 個 705 699

２５ｍｍ 個 343 341

３０～４０ｍｍ 個 198 197

５０～７５ｍｍ 個 128 129

計 個 28,221 27,974

 9,142,155 9,145,435

 7,189,226 7,191,626

％ 78.6 78.6

 25,047 25,056

 32,386 31,606

 19,697 19,703

円／ 152.29 155.07

円／ 120.08 117.68

円 1,296 1,296

一 般 家 庭 用  ／日 12,508 12,527

工 場 用  ／日 3,539 3,575

そ の 他  ／日 3,650 3,601

計  ／日 19,697 19,703

ｋｍ 693.95 693.74

年　　度　　比　　率　

年 間 １ 日 平 均 配 水 量

年 間 １ 日 最 大 配 水 量

年 間 １ 日 平 均 有 収 水 量

供 給 単 価

現 在 給 水 人 口

給 水 戸 数

口
径
別
メ
ー
タ
ー
設
置
数

年間総配水量　　（Ａ）

年間総有収水量　　（Ｂ）

項　　　　目 単位

　　　　　　　　　　　　　　１2
　　　　　　　　　18
　　　　　　　　　　　　　　　6

人
　　　　　　　　　　　　　　１3
　　　　　　　　　18
　　　　　　　　　　　　　　　5

有　　収　　率　　（Ｂ）／（Ａ）

給 水 原 価

家 庭 用 １ ０  当 た り 料 金

用
途
別
有
収
水
量

導 送 配 水 管 延 長

　　　　　　　　　　　　損益勘定
職　　員　　数
　　　　　　　　　　　　資本勘定
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業　務　実　績　表

％ ％ ％

54,006 99.8 99.9 100.1 年度末現在

22,227 101.2 102.6 101.4 　　　〃

26,370 100.9 101.8 100.9 年度末現在

695 100.9 101.4 100.6 　　　〃

334 100.6 102.7 102.1 　　　〃

198 100.5 100.0 99.5 　　　〃

129 99.2 99.2 100.0 　　　〃

27,726 100.9 101.8 100.9 　　　〃

9,484,293 100.0 96.4 96.4 年　度　額

7,450,585 100.0 96.5 96.5 　　　〃

78.6 100.1 100.1 100.0 　　　〃

25,913 100.0 96.7 96.7

35,061 102.5 92.4 90.1

20,357 100.0 96.8 96.8

153.35 98.2 99.3 101.1

131.03 102.0 91.6 89.8

1,296 100.0 100.0 100.0

12,484 99.8 100.2 100.3

3,468 99.0 102.0 103.1

4,405 101.4 82.9 81.7

20,357 100.0 96.8 96.8

690.79 100.0 100.5 100.4

　　　　（注）　すう勢比率は、２７年度を１００とした。

　　　　　　　　　　　　　　14
　　　　　　　　　18
　　　　　　　　　　　　　　　４

100.0 年度末現在100.0100.0

平成27年度
前年度対比 備　　　考

すう勢比率

２８年度 ２７年度
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　　　水　道　事　業　会　計　財　務

２９年度 ２８年度 ２７年度
項　　　　目 単位

年度比較 ２８年度給水人口５
万人以上10万人未
満都市の全国平均

構
　
成
　
比
　
率

％

％

％

％

％

78.0

22.0

11.3

1.6

70.3

86.2固 定 資 産 構 成 比 率

流 動 資 産 構 成 比 率

固 定 負 債 構 成 比 率

流 動 負 債 構 成 比 率

自 己 資 本 構 成 比 率

当 座 比 率

現 金 比 率

総 資 本 回 転 比 率

自 己 資 本 回 転 比 率

財
　
務
　
比
　
率

回
　
転
　
率

流動資産対固定資産比率

固 定 比 率

固定資産対長期資本比率

流 動 比 率

％

％

％

％

％

％

回

回

79.0

21.0

11.7

1.3

71.2

26.6

111.0

101.6

1,666.9

1,659.4

1,555.8

0.07

0.10

28.3

110.9

101.9

1,374.1

1,372.3

1,285.2

0.07

0.11

79.1

20.9

12.3

1.1

69.6

26.4

113.7

103.8

1,844.2

1,843.3

1,728.5

0.07

0.12

13.2

26.1

3.7

70.2

310.5

0.09

0.13

15.2

123.7

90.1

357.8

344.1
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　　分　析　比　率　表　　（　１　）

固定資産

総 資 産

流動資産

総 資 産

流動負債

総 資 産

自己資本

総 資 本

流動資産

固定資産

固定資産

自己資本

流動資産

流動負債

現金預金

流動負債

資産額に対する流動資産の百分率で、公営企業においては、固
定資産の額が大であるため、この率は必然的に小となる。

流動比率は、１年以内に現金化できる資産と１年以内に返済すべ
き負債とを比較するもので、短期支払い能力を判定するために利
用される。指数は100％以上であることが必要であり、100％未満で
あれば不良債権が発生していることになる。

流動資産のうち現金預金及び容易に現金化しうる未収金などの当
座資産と流動負債とを対比させたもので、短期債務に対する支払
い能力を表している。

平均自己資本

流動負債に対する現金預金の百分率で、当座の支払い能力をみ
るために流動比率や当座比率とともに計算されるのが通例である。

総資本が１年間に何回転したかを表すもので、資本の利用度を表
すものである。したがってこの率は高い方が良い。

×100

自己資本が１年間に何回転したかを表すもので、自己資本の利用
度を表すものである。

平均総資本

営業収益－受託工事収益

算　　　　　式

現金預金＋未 収 金

流　動　負　債

営業収益－受託工事収益

×100

×100

×100

×100

×100

×100

説　　　　　明

固定負債＋借入資本

総　資　本

資本金＋剰余金＋固定負債

固　定　資　産

×100

総資本の中に占める固定負債の百分率であるが、公営企業の場
合は、設備拡張を全面的に企業債に依存しているので、この率が
大となる。

総資本の中に占める流動負債の百分率であるが、小さいほど健全
である。

総資本の中に占める自己資本の百分率であるが、この比率は大き
いほど健全である。

流動資産対固定資産の百分率で、公営企業においては、固定資
産の額が大であるため、この比率は小となる。

自己資本に対する固定資産の百分率で、一般に100％以下が望
ましいとされているが、公営企業のように膨大な設備の取得を企業
債に依存する企業では必然的にこの比率は大となる。

固定資産の調達が資本と固定負債の範囲内で行われているかど
うかを示すもので、100％以下であることを要する。

×100

×100

×100

資産額に対する固定資産の百分率で、公営企業においては、流
動資産の額が小であるため、この率は必然的に大となる。
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　　　水　道　事　業　会　計　財　務

２９年度 ２８年度 ２７年度

（注）上記の算式において用いた用語は次のとおりである。

　　１　総資産＝固定資産＋流動資産＋繰延資産

　　２　自己資本＝自己資本金＋資本剰余金＋利益剰余金

　　３　総資本＝資本＋負債

　　４　総収益＝営業収益＋営業外収益＋特別利益

　　５　総費用＝営業費用＋営業外費用＋特別損失

　　６　平均＝１／２　（期首＋期末）

単位
年度比較 ２８年度給水人口５

万人以上10万人未
満都市の全国平均

回
　
転
　
率

回

回

回

％

0.09

0.33

5.2

3.6

0.11固 定 資 産 回 転 率

流 動 資 産 回 転 率

未 収 金 回 転 率

減 価 償 却 率

項　　　　目

営 業 収 支 比 率

利 子 負 担 率

収
　
益
　
率

そ
の
他

総 資 本 利 益 率

総 収 支 比 率

％

％

0.09

0.32

5.0

3.5

1.6

125.0

109.9

1.5

％

％

114.7

1.8

0.09

0.36

5.4

3.6

2.3

135.2

118.4

1.9

2.0

131.5

2.1

1.2

113.5

0.70

7.3

4.0

104.7
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　　分　析　比　率　表　　（　２　）

当年度純利益

平均総資本

総 収 益

総 費 用

損益計算書が示す借入資本利子と貸借対照表に示された企業債
とを比較することにより利子率を計算したものである。

説　　　　　明

営業費用－受託工事費用

営業収益－受託工事収益

×100

×100

固定資産が１年間に何回転したかを表すもので、固定資産の利用
度を表すものである。固定資産投資が過剰かどうかを見るのに重
んじられる。

流動資産が１年間で何回転したがを表すものである。
営業収益－受託工事収益

平均流動資産

×100

未収金が１年間で何回転したがを表すものである。

償却資産が１年間にどれだけ償却されているかを表すものである。

企業の投下された資本の総額とそれによってもたらされた利益とを
比較したものである。

総収益が総費用の何％に当たるかを表すものである。

営業収益が営業費用の何％に当たるかを表すものである。

算　　　　　式

支払利息及び企業債取扱諸費

企業債

営業収益－受託工事収益

平均固定資産

×100

期末償却資産＋当年度減価償却額
×100

営業収益－受託工事収益

平均未収金

当年度減価償却額
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下 水 道 事 業 会 計 

１ 事業の概要 

（１）建設改良事業の状況 
    当年度の下水道管渠布設及び布設替工事及び舗装復旧は、下水道事業等により次

のとおり実施しました。 
   ・管渠布設３２５．８ｍ  ・管渠更生５６２．４ｍ ・舗装復旧６３４．３ｍ 
   ・鉄蓋交換５６箇所    ・汚水枡設置６箇所 
 （２）業務状況 
    当年度の業務状況は次表のとおりです。 
  

区  分 ２９年度 ２８年度 比較増減 対前年度比

供 用 開 始 公 示

区 域 内 人 口
(人) 54,089 54,161 △72 99.9

普  及  率 (％) 96.8 96.7 0.1 100.1
下水道接続人口 (人) 53,476 53,546 △70 99.9
水 洗 化 率 (%) 95.7 95.7 0.0 100.1
年 間 処 理 水 量 ( ) 9,534,578 9,507,658 26,920 100.3
年 間 有 収 水 量 ( ) 7,212,794 7,171,592 41,202 100.6
有  収  率 (％) 75.6 75.4 0.2 100.3
職  員  数 (人) 9 9 0 100.0

① 当年度の供用開始区域内人口は５４，０８９人、普及率９６．８％で、前年度と

比較して７２人の減少、普及率については、０．１％増加となっています。 
② 当年度の下水道接続人口は５３，４７６人で、前年度に比較して７０人減少（０．

１％の減少）となっています。 
③ 当年度の年間処理水量は９，５３４，５７８ で、前年度に比較して、２６，９

２０ （０．３％）増加しています。 
④  当年度の年間有収水量は７，２１２，７９４ で、前年度に比較して４１，２

０２ （０．６％）増加となっています。 
⑤ 当年度の有収率は７５．６％で、前年度に比較して０．２ポイント増加していま

す。 
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２ 予算の執行状況 

 （１）収益的収入及び支出（消費税含む） 
    当年度の予算の執行状況は次表のとおりです。 
 
 収益的収入                           （単位 円：％） 

    区分 
 
科目 

予 算 額 決 算 額 予 算 額 に

比べ決算額 
の 増 減

決算額

の予算

額に対

する比

金 額 
構成 
比率 金 額 

構成 
比率 

下水道事業収益 2,349,108,000 100.0 2,387,074,751 100.0 37,966,751 101.6
 営 業 収 益  1,379,209,000 58.7 1,411,514,073 59.1 32,305,073 102.3
 営 業 外 収 益  969,899,000 41.3 975,560,678 40.9 5,661,678 100.6
 特 別 収 益  0 － 0 － 0 －

 
 収益的支出                           （単位 円：％） 

    区分 
 
科目 

予 算 額 決 算 額 
不 用 額 

決算額の

予算額に

対する比
金 額 

構成 
比率 

金 額 
構成 
比率 

下水道事業費用 2,060,622,000 100.0 1,998,012,364 100.0 62,609,636 97.0
 営 業 費 用 1,789,310,000 86.8 1,729,268,149 86.5 60,041,851 96.6
 営業外費用 271,312,000 13.2 268,744,215 13.5 2,567,785 99.1
 予 備 費 0 0.0 0 0.0 0 －

 特 別 損 失 0 0.0 0  0.0 0 －

      
下水道事業収益は、予算額に対して３７，９６６，７５１円の増加となっているが

これは主に営業収益の増によるものです。 
   下水道事業費用は、予算額に対して６２，６０９，６３６円の不用額を生じている

が、これは主に営業費用の減によるものです。 
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 （２）資本的収入及び支出（消費税を含む） 
    当年度の予算の執行状況は次表のとおりです。 
資本的収入                           （単位 円：％） 
    区分 
 
科目 

予 算 額 決 算 額 予 算 額 に 
比べ決算額 
の 増 減 

決算額の

予算額に

対する比
金 額 

構成 
比率 

金 額 
構成 
比率 

資本的収入 361,502,000 100.0 299,093,425 100.0 △62,408,575 82.7
 企 業 債 188,100,000 52.0 116,700,000 39.0 △71,400,000 62.0
 補 助 金 160,261,000 44.3 165,161,000 55.2 4,900,000 103.1
 負 担 金 13,141,000 3.7 17,232,425 5.8 4,091,425 131.1

 
資本的支出                          （単位 円：％） 
    区分 
 
科目 

予 算 額 決 算 額 
翌 年 度 
繰 越 額 

不 用 額 

決算額の予

算額に対す

る比 
金 額 

構成 
比率 

金 額 
構成 
比率 

資本的支出 1,606,714,000 100.0 1,594,936,579 100.0 0 11,777,421 99.3
 建設改良費 344,679,174 21.5 332,901,753 20.9 0 11,777,421 96.6
 企業債償還金 1,262,034,826 78.5 1,262,034,826 79.1 0 0 100.0
      

資本的収入は、予算額に対して６２，４０８，５７５円の減少となっているが、これ

は主に企業債の減によるものです。 
資本的支出は、予算に対して１１，７７７，４２１円の不用額を生じているが、これ

は主に建設改良費の減によるものです。 
資本的収入額が資本的支出額に不足する額１，２９５，８４３，１５４円は、損益勘

定留保資金１，０９１，２９２，２１８円、減債積立金１９０，７６１，０１４円及び

消費税資本的収支調整額１３，７８９，９２２円で補填されています。 
 
３ 経営成績（消費税抜） 

  当年度における総収益は２，２８６，２６０，８０５円となっています。 
  一方、総費用は１，９１０，９８８，３４０円となっています。 
  この結果、当年度の未処分利益剰余金は５６６，０３３，４７９円となり、減債積

立金に１１０，９０９，６１０円、資本金への組み入れに４５５,１２３,８６９円を

処分予定であり、翌年度繰越利益剰余金が０円となっています。 
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（１）収 益 
  ① 営業収益は１，３１０，３２０，８７５円で、主なものは下水道使用料１，２

６５，８９３，７３１円となっています。 
    なお、平成３０年５月３１日における平成２９年度分の収納率は９８．５％と

なっています。 
  ② 営業外収益は９７５，９３９,９３０円で、主なものは他会計補助金６９１，７

８３，９４１円となっています。 
 
（２）費 用 
  ① 営業費用は１，６８９，６８０，３０８円で、主なものは減価償却費１，０９

５，７９９，９３８円、流域下水道維持管理費負担金４１７，８８３，４９３円、

管渠費８９，４３２，０５４円となっています。 
  ② 営業外費用は２２１，２９９，０３２円で、主なものは支払利息２０７，０７

０，７６６円となっています。 
   
   費用を性質別に区分すると次表のとおりです。 
                                （単位 円：％） 

項 目 
２９年度 ２８年度 

比較増減 
前年度

対 比金 額 
構成 
比率 

金 額 
構成 
比率 

職 員 給 与 費 68,478,532 3.6 69,602,843 3.6 △1,124,311 98.4
光 熱 水 費 5,125,930 0.3 4,479,690 0.2 △646,240 114.4
通 信 運 搬 費 2,311,540 0.1 2,262,418 0.1 49,122 102.2
委 託 料 29,167,677 1.5 27,647,784 1.4 1,519,893 105.5
賃 借 料 1,653,970 0.1 1,601,691 0.1 52,279 103.3
修 繕 費 21,795,682 1.1 19,401,646 1.0 2,394,036 112.3
路 面 復 旧 費 5,985,650 0.3 5,610,408 0.3 375,242 106.7
材 料 費 7,696,000 0.4 6,889,600 0.4 806,400 111.7
報 償 費 2,084,840 0.1 2,047,570 0.1 37,270 101.8
負 担 金 24,147,346 1.3 27,382,889 1.4 △3,235,543 88.2
流域下水道維持

管理費負担金
417,883,493 21.9 403,810,034 21.1 14,073,459 103.5

補 助 金

及 び 交 付 金
2,486,048 0.1 1,057,385 0.1 1,428,663 235.1

減 価 償 却 費 1,095,799,938 57.4 1,094,315,863 57.0 1,484,075 100.1
固定資産除却費 400,959 0.0 3,333,364 0.2 △2,932,40 12.0
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企 業 債 利 息 207,070,766 10.8 235,180,993 12.3 △28,110,227 88.0
その他物件費 18,899,969 1.0 14,017,999 0.7 4,881,970 134.8
特 別 損 失 0 0.0 0 0.0 0 0.0
合 計 1,910,988,340 100.0 1,918,642,177 100.0 △7,653,837 99.6

 
    費用の性質別構成比を見ると、前年度と同じく減価償却費の５７．４％が最も

高く、次いで流域下水道維持管理費負担金２１．９％、企業債利息１０．８％の

順になっています。 
 
    経営の効率性の推移は次のとおりです。 
 

            年度 
区分 

29 年度 28 年度 27 年度 
全国 
平均 

処理人口１人当たりの維持管理（円／人） 11,364 10,940 10,259 9,948
処理人口１人当たりの資本費 （円／人） 24,371 24,891 25,102 8,476
処理人口１人当たりの管理運営（円／人） 35,735 35,832 35,361 18,424
汚 水 処 理 人 口     （人） 53,476 53,546 53,153 －

（注） 全国平均とは、平成 28 年度下水道事業経営指標から茅野市と同じ規模の下水

道事業の全国平均をいいます。（以下同じ） 
 
（３）損益に関する比率 
   損益に関する比率の推移は次表のとおりです。 

（単位 ％） 
区  分 算   式 29 年度 28 年度 27 年度

総資本利益率
当 年 度 純 利 益  

×100 1.1 1.2 1.3
平 均 総 資 本 

総収支比率
総 収 益 

×100 119.6 121.3 122.5
総 費 用 

営業収支比率
営業収益－受託工事収益 

×100 77.5 77.3 79.7
営業費用－受託工事費用 

 
  ① 総資本利益率は１．１％です。この比率は、企業の収益性を示すもので、指数

が高いほどよいとされています。 
  ② 総収支比率は１１９．６％となっています。 
  ③ 営業収支比率は７７．５％となっています。 
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（４）有 収 率 
   有収率の推移は次表のとおりです。 

（単位 ％） 
区  分 ２９年度 ２８年度 ２７年度 ２６年度 ２５年度 
茅 野 市 75.6 75.4 75.7 74.5 75.7
全国平均 － 79.9 79.8 78.1 77.7
 
有収率は７５．６％で、前年より０．２ポイント増加しました。この比率は、下

水道使用料として徴収される水量の割合を表すもので、高いほどよいとされていま

す。 
 

（５）使用料単価と汚水処理原価 
   使用料単価と汚水処理原価の推移は次表のとおりです。 
 

       年度 
区分 

２９年度 ２８年度 ２７年度 

 
１  当 た り 使 用 料 単 価

 円 銭 
175.51 

 円 銭 
174.26 

円 銭
176.56

１ 当たり汚水処理原価 128.60 126.20 119.78
１  当 た り 人 件 費 9.49 9.71 10.79
１  当 た り 資 本 費 180.63 185.38 189.77
１ 当たりその他の経費 74.82 72.44 69.42
１  当 た り 赤 字 額 △46.91 △48.06 △56.78

（注） １ 使 用 料 単 価＝ 
下水道使用料  

年間総有収水量  

     ２ 汚水処理原価＝ 
汚水処理費  

年間有収水量  

     ３ 資 本 費＝ 
減価償却費等＋企業債利息  

年間有収水量  
 
   有収水量１ 当たりの使用料単価は１７５円５１銭、これに対する汚水処理原価

は１２８円６０銭で、４６円９１銭の黒字となっています。 
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４ 財政状況 

（１）資 産 
   当年度末における資産の総額は、３１，９５９，７６８，２６９円です。 

① 固定資産は３０，４２４，３５２，６２７円で、有形固定資産２７，９７６，

０５７，００５円及び無形固定資産２，４４８，２９５，６２２円です。 
② 流動資産は１，５３５，４１５，６４２円で、現金預金１，２４９，０４４，

７８４円、未収金２８７，８４３，１６８円、貸倒引当金１，４８０，０００

円です。 
   
 
    未収金の内訳は次表のとおりです。 
                                （単位 円） 

区分 
年度 

下水道料金 受益者負担金 その他 計 

過年度分 28,535,264 2,395,510 0 30,930,774
当年度分 176,622,804 75,480 80,214,110 256,912,394

計 205,158,068 2,470,990 80,214,110 287,843,168
 
   なお、未収金２８７，８４３，１６８円は、平成３０年５月３１日までに２３６，

９２８，８７２円が収納され、残額は５０，９１４，２９６円となっています。こ

のうち下水道料金の未収額は４８，５０６，１０６円となっています。 
   下水道料金の当年度の消滅時効等による不納欠損処分額は１，１５８，３５６円

となっています。 
 
（２）負債及び資本 
   当年度末における負債及び資本の合計は３１，９５９，７６８，２６９円で、負

債２２，８８３，５３６,１０５円（構成比率７１．６％）、資本９，０７６，２３

２，１６４円（構成比率％）となっています。 
① 固定負債１３，６９１,４９７,８９８円で、企業債は１３,５５６,０２１,８８８

円、退職給与引当金は１３５，４７６，０１０円です。 
② 流動負債は１，５１３，０１２，４５３円で、企業債は１，２２０，８６３，

４５８円、未払金は２８２，９７３，２９３円です。 
③ 資本金は８，２９２，７２０，８７５円で、全額自己資本金です。 

 ④ 剰余金は７８３，５１１，２８９円で、資本剰余金は６３，３６３，１８７円、

利益剰余金は７２０，１４８，１０２円です。 
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（３）財務比率 
   財務比率の推移は次表のとおりです。 

（単位 ％） 
区 分 算    式 29 年度 28 年度 27 年度 全国平均

自 己 資 本  
構 成 比 率  

自己資本 
×100 28.4 26.8 25.1 53.9

総 資 本  

固 定 比 率
固定資産 

×100 335.2 357.8 381.6 －
自己資本 

固定資産対

長期資本比率

固定資産 
×100 96.1 96.1 96.3 101.5

資本金＋剰余金＋負債 

流 動 比 率
流動資産 

×100 101.5 101.3 94.3 －
流動負債 

当 座 比 率  
現金預金＋未収金 

×100 101.6 101.4 94.6 －
流動負債 

 
① 自己資本構成比率は２８．４％です。この比率は、大きいほど経営の安全性が

高いとされています。 
② 固定比率は３３５．２％です。この比率は一般に１００%以下が望ましいとさ

れていますが、公営企業のような膨大な設備の取得を企業債に依存する企業で

は必然的にこの比率は大となります。 
③ 固定資産対長期資本比率は９６．１％です。この比率は、固定資産の調達が資

本金、剰余金及び固定負債の範囲で行われているかどうかを示すもので、１０

０％以下であることが理想とされています。 
④ 流動比率は１０１．５％、当座比率は１０１．６％です。この比率は、企業の

支払い能力を示すものであり、流動比率は２００％以上、当座比率は１００％

以上が理想とされています。 
 
５ むすび 

景気の変動や人口動態の理由により、有収水量は前年度に比較して 0.6％増加しま

したが、維持管理費増加等の理由により、当年度の純利益は 375，272,465 円（前年

度比 8.2％）減少となりました。当年度の有収率は前年に比較して 0.2 ポイント増加

しています。今後も不明水流の原因となる老朽管の調査及び布設替等の整備を計画的

に進め、一層の有収率の向上を図るよう要望します。 
下水道使用料及び受益者負担金等の未収金の解消については、滞納整理体制を強化

し、早期徴収に努力され、不能欠損を生じさせないことにより経営の健全化を図られ

たい。 
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また、平成 26 年度からの地方公営企業会計制度の改正により、引続き適正な会計

処理を進めるとともに、財務諸表を読解できる人材の養成にも留意されたい。 
水は有限の資源であり、公共水域の水質改善と、異常気象の対策として、下水道施

設の確保が必須課題であると考えます。 
特に近年の震災を尊い教訓として、管渠施設等の耐震化を図られるとともに、長期

視点に立った施設等の整備を積極的に進められたい。 
今後とも、効率的な事業運営を進めるとともに、公共水域の水質汚濁防止、住民の

生活環境向上に努められ、もって、下水道事業の公共的使命を果たされるよう望むも

のです。 



２９年度 ２８年度 ２７年度
項　　　　目 単位

年度比較

構
　
成
　
比
　
率

％

％

％

％

％

95.9

4.1

45.5

4.05

26.8

固 定 資 産 構 成 比 率

流 動 資 産 構 成 比 率

固 定 負 債 構 成 比 率

流 動 負 債 構 成 比 率

自 己 資 本 構 成 比 率

当 座 比 率

現 金 比 率

総 資 本 回 転 率

自 己 資 本 回 転 率

財
　
務
　
比
　
率

回
　
転
　
率

流動資産対固定資産比率

固 定 比 率

固定資産対長期資本比率

流 動 比 率

％

％

％

％

％

％

回

回

95.2

4.8

42.8

4.73

28.4

5.0

335.2

96.1

101.5

101.6

82.6

0.04

0.16 0.16

4.3

357.8

96.1

101.3

101.4
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85.4

0.04

0.15

95.8

4.2

48.5

4.42

25.1

4.3

381.6

96.3

94.3

94.6

76.6

0.04
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　　分　析　比　率　表　　（　１　）

固定資産

総 資 産

流動資産

総 資 産

流動負債

総 資 産

自己資本

総 資 本

流動資産

固定資産

固定資産

自己資産

×100

資本金＋剰余金＋負債（企業債）＋繰延収益

流動資産

流動負債

現金預金

流動負債

流動比率は、１年以内に現金化できる資産と１年以内に返済すべ
き負債とを比較するもので、短期支払い能力を判定するために利
用される。指数は100％以上であることが必要であり、100％未満で
あれば不良債権が発生していることになる。

流動資産のうち現金預金及び容易に現金化しうる未収金などの当
座資産と流動負債とを対比させたもので、短期債務に対する支払
い能力を表している。

平均自己資本

流動負債に対する現金預金の百分率で、当座の支払い能力をみ
るために流動比率や当座比率とともに計算されるのが通例である。

総資本が１年間に何回転したかを表すもので、資本の利用度を表
すものである。したがってこの率は高い方が良い。

自己資本が１年間に何回転したかを表すもので、自己資本の利用
度を表すものである。

平均総資本

営業収益－受託工事収益

算　　　　　式

現金預金＋未 収 金

流　動　負　債

営業収益－受託工事収益

×100

×100

×100

×100

×100

固　定　資　産

×100

固定資産の調達が資本と固定負債の範囲内で行われているかど
うかを示すもので、100％以下であることを要する。

×100

×100

×100

資産額に対する固定資産の百分率で、公営企業においては、流
動資産の額が小であるため、この比率は必然的に大となる。

資産額に対する流動資産の百分率で、公営企業においては、固
定資産の額が大であるため、この比率は必然的に小となる。

説　　　　　明

固定負債＋借入資本

総　資　本

×100

総資本の中に占める固定負債の百分率であるが、公営企業の場
合は、設備拡張を全面的に企業債に依存しているので、この比率
が大となる。

総資本の中に占める流動負債の百分率であるが、小さいほど健全
である。

総資本の中に占める自己資本の百分率であるが、この比率は大き
いほど健全である。

流動資産対固定資産の百分率で、公営企業においては、固定資
産の額が大であるため、この比率は小となる。

自己資本に対する固定資産の百分率で、一般に100％以下が望
ましいとされているが、公営企業のように膨大な設備の取得を企業
債に依存する企業では必然的にこの比率は大となる。
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２９年度 ２８年度 ２７年度

（注）上記の算式において用いた用語は次のとおりである。

　　１　総資産＝固定資産＋流動資産＋繰延勘定

　　２　自己資本＝自己資本金＋資本剰余金＋利益剰余金

　　３　総資本＝資本＋負債

　　４　総収益＝営業収益＋営業外収益＋特別利益

　　５　総費用＝営業費用＋営業外費用＋特別損失

　　６　平均＝１／２　（期首＋期末）

単位
年度比較

回
　
転
　
率

回

回

回

％

0.04

0.96

5.5

3.4

固 定 資 産 回 転 率

流 動 資 産 回 転 率

未 収 金 回 転 率

減 価 償 却 率

項　　　　目

営 業 収 支 比 率

利 子 負 担 率

収
　
益
　
率

そ
の
他

総 資 本 利 益 率

総 収 支 比 率

％

％

0.04

0.91

5.3

3.5

1.2

119.6

77.5

1.4

％

％

77.3

1.5

0.04

1.01

4.7

3.2

1.3

122.5

79.7

1.6

1.3

121.3

-102-



　　分　析　比　率　表　　（　２　）

当年度純利益

平均総資本

総 収 益

総 費 用

損益計算書が示す借入資本利子と貸借対照表に示された企業債
とを比較することにより利子率を計算したものである。

説　　　　　明

営業費用－受託工事費用

営業収益－受託工事収益

×100

×100

固定資産が１年間に何回転したかを表すもので、固定資産の利用
度を表すものである。固定資産投資が過剰かどうかを見るのに重
んじられる。

流動資産が１年間で何回転したがを表すものである。
営業収益－受託工事収益

平均流動資産

×100

未収金が１年間で何回転したがを表すものである。

償却資産が１年間にどれだけ償却されているかを表すものである。

企業の投下された資本の総額とそれによってもたらされた利益とを
比較したものである。

総収益が総費用の何％に当たるかを表すものである。

営業収益が営業費用の何％に当たるかを表すものである。

算　　　　　式

支払利息及び企業債取扱諸費

企　業　債

営業収益－受託工事収益

平均固定資産

×100

期末償却資産＋当年度減価償却額
×100

営業収益－受託工事収益

平均未収金

当年度減価償却額
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金　　額
構成
比率

金　　額
構成
比率

円 ％ 円 ％ 円 ％ ％ ％

1,310,320,875 57.3 1,293,796,105 55.6 16,524,770 101.3 102.9 101.6

下水道使用料 1,265,893,731 55.3 1,249,689,624 53.7 16,204,107 101.3 103.0 101.7

他会計負担金 43,255,059 1.9 43,212,058 1.9 43,001 100.1 100.1 100.0

その他営業収益 1,172,085 0.1 894,423 0.0 277,662 131.0 119.3 91.0

975,939,930 42.7 1,033,563,744 44.4 △ 57,623,814 94.4 94.8 100.4

受取利息及び
配 当 金

3,394,640 0.1 12,511,543 0.5 △ 9,116,903 27.1 57.7 212.8

他会計補助金 691,783,941 30.3 731,992,942 31.5 △ 40,209,001 94.5 88.7 93.8

他会計負担金 4,227,312 0.2 4,496,402 0.2 △ 269,090 94.0 41.0 43.6

長期前受金戻入 264,362,855 11.6 254,603,049 10.9 9,759,806 103.8 113.7 109.5

雑 収 益 12,171,182 0.5 29,959,808 1.3 △ 17,788,626 40.6 2,535.4 6,241.1

0 0.0 0 0.0 0 0.0 0.0 0.0

2,286,260,805 100.0 2,327,359,849 100.0 △ 41,099,044 98.2 99.3 101.1

すう勢比率

２９年
度

２８年
度

合 計

平成２９年度 平成２８年度
比較増減

前年度
対　 比

　　　　　　　　区　分

　科　目

収　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　益

営 業 収 益

営 業 外 収 益

特 別 利 益
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比　　較　　損　　益　　計　　算　　書

金　　額
構成
比率

金　　額
構成
比率

円 ％ 円 ％ 円 ％ ％ ％

1,689,689,308 88.4 1,673,098,124 87.2 16,591,184 101.0 105.8 104.7

管 渠 費 89,432,054 4.7 87,243,131 4.5 2,188,923 102.5 126.5 123.4

流域下水道維持
管 理 費 負 担 金

417,883,493 21.9 403,810,034 21.0 14,073,459 103.5 112.6 108.8

普 及 指 導 費 11,315,272 0.6 10,385,139 0.5 930,133 109.0 93.1 85.5

業 務 費 9,337,443 0.5 8,589,556 0.4 747,887 108.7 106.3 97.8

総 係 費 65,520,149 3.4 65,421,037 3.4 99,112 100.2 96.5 96.3

減 価 償 却 費 1,095,799,938 57.3 1,094,315,863 57.0 1,484,075 100.1 104.0 103.9

資 産 減 耗 費 400,959 0.0 3,333,364 0.2 △ 2,932,405 12.0 3.1 25.4

221,299,032 11.6 245,544,053 12.8 △ 24,245,021 90.1 78.4 87.0

支払利息及び企
業 債 取 扱 諸 費

207,070,766 10.8 235,180,993 12.3 △ 28,110,227 88.0 77.3 87.8

雑 支 出 14,228,266 0.7 10,363,060 0.5 3,865,206 137.3 97.8 71.2

0 0.0 0 0.0 0 － － －

小 計 1,910,988,340 100.0 1,918,642,177 100.0 △ 7,653,837 99.6 101.7 102.1

375,272,465 ― 408,717,672 ― △ 33,445,207 91.8 88.7 96.6

2,286,260,805 ― 2,327,359,849 ― △ 41,099,044 98.2 99.3 101.1

（注）すう勢比率は、平成２７年度を１００とした。

　　　　　　　　区　分

　科　目

費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　用

平成２９年度 平成２８年度
比較増減

前年度
対　 比

すう勢比率

２８年度 ２７年度

営 業 費 用

営 業 外 費 用

合 計

特 別 損 失

当 年 度 純 利 益
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　下　水　 道　 事　 業　 会　　計

金　　額
構成
比率

金　　額
構成
比率

円 ％ 円 ％ 円 ％ ％ ％

30,424,352,627 95.2 31,131,040,317 95.9 △ 706,687,690 97.7 96.9 99.1

有形固定資産 27,976,057,005 87.5 28,569,237,821 88.0 △ 593,180,816 97.9 97.3 99.3

土 地 66,902,687 0.2 66,902,687 0.2 0 100.0 1,890.2 1,890.2

建 物 24,046,664 0.1 25,709,315 0.1 △ 1,662,651 93.5 皆増 皆増

構 築 物 27,554,720,656 86.2 28,147,642,810 86.7 △ 592,922,154 97.9 96.9 99.0

機械及び装置 289,970,418 0.9 328,861,763 1.0 △ 38,891,345 88.2 85.9 97.4

工具器具及び備品 1,037,270 0.0 121,246 0.0 916,024 855.5 183.1 21.4

建 設 仮 勘 定 38,630,000 0.1 0 0.0 38,630,000 皆増 皆増 -

無形固定資産 2,448,295,622 7.7 2,561,802,496 7.9 △ 113,506,874 95.6 92.8 97.1

施 設 利 用 権 2,448,295,622 7.7 2,561,802,496 7.9 △ 113,506,874 95.6 92.8 97.1

車両及び運搬具 749,310 0.0 0 0.0 749,310 皆増 皆増 -

1,535,415,642 4.8 1,332,739,913 4.1 202,675,729 115.2 112.4 97.6

現 金 預 金 1,249,044,784 3.9 1,123,985,515 3.5 125,059,269 111.1 112.6 101.4

未 収 金 286,363,168 0.9 208,754,398 0.6 77,608,770 137.2 111.6 81.4

前 払 金 7,690 0.0 0 0.0 7,690 皆増 皆増 -

31,959,768,269 100.0 32,463,780,230 100.0 △ 504,011,961 98.4 97.5 99.1

すう勢比率

29年度 28年度

合 計

平成29年度 平成28年度
比較増減

前年度
対　 比

　　　　　　　　区　分

　科　目

借　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　方

固 定 資 産

流 動 資 産
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比　　較　　貸　　借　　対　　照　　表

金　　額
構成
比率

金　　額
構成
比率

円 ％ 円 ％ 円 ％ ％ ％

13,691,497,898 42.8 14,765,542,224 45.5 △ 1,074,044,326 92.7 86.2 93.0

企 業 債 13,556,021,888 42.4 14,660,185,347 45.2 △ 1,104,163,459

引 当 金 135,476,010 0.4 105,356,877 0.3 30,119,133 128.6 188.4 146.5

1,513,012,453 4.7 1,315,934,885 4.1 197,077,568 115.0 104.5 90.9

企 業 債 1,220,863,458 3.8 1,262,034,825 3.9 △ 41,171,367

未 払 金 282,973,293 0.9 41,213,736 0.1 241,759,557 686.6 225.5 32.8

引 当 金 7,018,000 0.0 10,528,622 0.0 △ 3,510,622 66.7 23.4 35.2

その他流動負債 2,157,702 0.0 2,157,702 0.0 0 100.0 108.2 108.2

7,679,025,754 24.0 7,681,343,422 23.7 △ 2,317,668 100.0 106.5 106.5

（ 負 債 合 計 ） 22,883,536,105 71.6 23,762,820,531 73.2 △ 879,284,426 96.3 93.2 96.8

8,292,720,875 25.9 7,823,315,472 24.1 469,405,403 106.0 112.4 106.0

自 己 資 本 金 8,292,720,875 25.9 7,823,315,472 24.1 469,405,403 106.0 112.4 106.0

借 入 資 本 金 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0.0 0.0

企 業 債 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0.0 0.0

他会計借入金 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0.0 0.0

783,511,289 2.5 877,644,227 2.7 △ 94,132,938 89.3 92.0 103.1

資 本 剰 余 金 63,363,187 0.2 63,363,187 0.2 0 100.0 皆増 皆増

受託者負担金 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0.0 0.0

工 事 負 担 金 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0.0 0.0

国 庫 補 助 金 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0.0 0.0

他会計補助金 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0.0 0.0

受贈財産評価額 63,363,187 0.2 63,363,187 0.2 0 100.0 皆増 皆増

利 益 剰 余 金 720,148,102 2.3 814,281,040 2.5 △ 94,132,938 88.4 84.6 95.6

減 債 積 立 金 154,114,623 0.5 190,761,014 0.6 △ 36,646,391 80.8 71.7 88.8

建設改良積立金 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0.0 0.0

当年度未処分 566,033,479 1.8 623,520,026 1.9 △ 57,486,547 90.8 88.9 97.9

（ 資 本 合 計 ） 9,076,232,164 28.4 8,700,959,699 26.8 375,272,465 104.3 110.3 105.7

31,959,768,269 100.0 32,463,780,230 100.0 △ 504,011,961 98.4 97.5 99.1

（注）すう勢比率は、平成２７年度を１００とした。

　　　　　　　　区　分

　科　目

貸　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　方

平成２９年度 平成２８年度
比較増減

前年度
対　 比

すう勢比率

29年度 28年度

固 定 負 債

合 計

流 動 負 債

資 本 金

剰 余 金

繰　延　収　益
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　下　水　道　事　業

平成２９年度 平成２８年度

人 53,476 53,546

戸 20,292 20,063

 9,534,578 9,507,658

 7,212,794 7,171,592

％ 75.6 75.4

 26,122 26,048

 19,761 19,648

円／ 128.60 126.20

円／ 175.51 174.26

円／月 3,061 3,061

一 般 家 庭 用  ／日 15,933 15,932

工 場 用  ／日 3,706 3,473

そ の 他  ／日 122 243

計  ／日 19,761 19,648

ｋｍ 325.80 13.10

　　　　　　　　　　　　　　  ５
　　　　　　　　９
　　　　　　　　　　　　　　　４

人
　　　　　　　　　　　　　　 5
　　　　　　　  ９
　　　　　　　　　　　　　　 ４

有　　収　　率　　（Ｂ）／（Ａ）

使 用 料 単 価

家 庭 用 ２ ０  当 た り 料 金

用
途
別
有
収
水
量

管 渠 延 長

　　　　　　　　　　　　損益勘定
職　　員　　数
　　　　　　　　　　　　資本勘定

年　　度　　比　　率　

年 間 １ 日 平 均 処 理 水 量

年 間 １ 日 平 均 有 収 水 量

汚 水 処 理 原 価

現 在 水 洗 人 口

水 洗 戸 数

年間処理水量　　（Ａ）

年間有収水量　　（Ｂ）

項　　　　目 単位
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業　務　実　績　表

平成２７年度

％ ％ ％

53,153 99.9 100.3 100.4 年度末現在

19,647 101.1 104.3 103.1 　　　〃

9,201,009 100.3 99.1 98.9 年　度　額

6,961,705 100.6 100.7 100.1 　　　〃

75.7 100.3 101.5 101.3 　　　〃

25,208 100.3 99.1 98.9

19,073 100.6 100.7 100.1

119.78 101.9 91.2 89.5

176.56 100.7 99.0 98.2

3,061 100.0 100.0 100.0

15,108 100.0 106.3 106.3 年　度　額

3,807 106.7 83.9 78.7 　　　〃

158 50.2 52.3 104.2 　　　〃

19,073 100.6 100.7 100.1 　　　〃

128.0 2487.0 76.8 3.1

　　　　（注）　すう勢比率は、２７年度を１００とした。

前年度対比 備　　　考
すう勢比率

２９年度 ２８年度

　　　　　　　　　　　　　　　6
　　　　　　　　　10
　　　　　　　　　　　　　　　4

100.0 年度末現在100.090.0
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３０監第２２号 

平成 30 年(2018 年)8 月 27 日 

 

 茅野市長 柳 平 千代一  様 

 

茅野市監査委員 樋 口 繁 次 

                      同    両 角 博 一 

                      同    山 岸 正 衛 

 

 

   平成２９年度茅野市一般会計等決算に基づく健全化判断 

比率等審査意見について（報告） 

 

 

 地方公共団体の財政の健全化に関する法律第３条第１項及び同法第２２条第

１項の規定により、審査に付された平成２９年度茅野市一般会計等決算に基づ

く健全化判断比率及び資金不足比率を審査したので、意見を付して報告します。 
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平成２９年度健全化判断比率及び資金不足比率審査意見書 

第１ 審  査  対  象 

１ 健全化判断比率（法第３条第１項） 

 （１）実質赤字比率 
（２）連結実質赤字比率 
（３）実質公債費比率 
（４）将来負担比率 

２ 資金不足比率（法第２２条第１項） 

第２ 審 査 実 施 日 

 平成３０年８月７日 
  
第３ 審 査 の 方 法 及 び 概 要 

 この健全化判断比率及び資金不足比率の審査は、市長から提出された健全化判断比率

及び資金不足比率並びに各比率算定様式及び算定の基礎となる事項を記載した書類が

適正に作成されているかどうかを主眼として、使用された数値を全て確認し実施しまし

た。 
第４ 審 査 の 結 果 

  以下に記載する意見は、３人の監査委員の合議により決定したものです。 
１ 総合意見 

  審査に付された下記、健全化判断比率及び資金不足比率並びに各比率算定様式及び算

定の基礎となる事項を記載した書類は、いずれも適正に作成されているものと認められ

ます 
記 

比 率 名 ２９年度(％) 
早期健全化基準（％）

(⑤は経営健全化基

準） 
備考 

健

全

化 
判

断

比

率 

①実質赤字比率 ― 12.82  

②連結実質赤字比率 ― 17.82  

③実質公債費比率 8.8 25.0  

④将来負担比率 87.8 350.0  

⑤資金不足比率 

水道事業会計 ― 

20.0

 
下水道事業会計 ― 
国保診療所特別会計 ― 
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２ 個別意見 

 ① 実質赤字比率について 
   平成２９年度は対象となる普通会計（一般会計）の実質収支額が９６０，７９９千

円の黒字となっており、実質赤字比率の算出対象外であり、数値なしとなっています。 
 ② 連結実質赤字比率について 
   平成２９年度は対象となる普通会計、国民健康保険特別会計、後期高齢者医療特別

会計、水道事業会計、下水道事業会計及び国民健康保険診療所特別会計における実質

収支額及び資金不足額・資金剰余額の合計額は、５，９１４，３９５千円の黒字とな

っており、連結実質赤字比率の算出対象外であり、数値なしとなっています。 
③ 実質公債費比率について 

     平成２９年度実質公債費比率は８．８％となっており、早期健全化基準の２５．０％

と比較すると、これを下回っています。 
 ④ 将来負担比率について 
   平成２９年度の将来負担比率は８７．８％となっており、早期健全化基準の３５０．

０％と比較すると、これを下回っています。 
 ⑤ 資金不足比率について 
   平成２９年度は比率の算出対象となる水道事業会計、下水道事業会計及び国民健康

保険診療所特別会計の３会計は、それぞれ資金不足を生じておらず剰余金を計上して

おり、資金不足比率の算出対象外であり、数値なしとなっています。 
 
３ 是正改善を要する事項等 

  今回実施した平成２９年度の健全化判断比率及び資金不足比率の審査においては、審

査対象である全ての比率について早期健全化基準等の判断値をクリアしており、茅野市

の財政は、この比率の範囲内においては、良好な状態にあるものと考えます。 
  しかしながら、現在の財政運営は大変厳しいものがあり、今回審査対象とした比率の

健全化判断のみでは、必ずしも当市の財政状況の全てを判断できるものではないとも考

えます。平成２９年度は、地方債の発行額より償還額の方が多かったことによる減少に

より将来負担比率は８７．８％となっています。 
  先行きが不透明な現在の状況では、今後の財政計画とその運営において、これまで以

上に将来負担比率と実質公債費比率の健全性の維持に意を払われるよう要望するもの

です。 
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実質公債費比率 
   平成２９年度は８．８％で前年度より０．５ポイント減少しています。実質公債費比率

の推移は次表のとおりです。 
 
 

 
 
 
 
（参考）１ 実質公債費比率は、平成１７年度から導入された指標で、従来の起債制限比率の

算定には対象とされなかった公営企業会計の公債費に充当した繰出金や、一部事務

組合の公債費に係る負担金等を含め、「実質的な公債費」が「標準的な財政規模」に

占める割合を示したものです。 
    ２ 類似都市の平成２８年度平均実質公債費比率は７．５％です。 
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将来負担比率 
 平成２９年度は８７．８％で、前年度より９ポイント減少しています。従来負担比率の

推移は次表のとおりです。 
 
 
 

 
 
 
 
（参考）１ 将来負担比率は、平成１９年度から導入された指標で、一般会計が将来負担

すべき実質的な負債の標準財政規模を基本とした額に対する比率です。 
      一般会計等の借入金（地方債）、公営企業、広域連合、一部事務組合、及び出

資法人に対して将来を支払っていく可能性のある負担金を現時点での残高を

指標化したものです。 
      比率が３５０％以上になると、早期健全化団体となります。 
    ２ 類似都市の平成２８年度平均将来負担率は３３．１％です。 
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